
川崎市総合計画第２期実施計画　政策体系図

基本
政策 政策 施策 事務事業（○は計画本体に掲載している主な事務事業）

※○以外については、「施策を推進する経常的な事務事業一覧」に取組等を掲載

 基本政策 １　生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり
 政策 1-6 市⺠ 健康 守 

 施策 1-6-1 医療供給体制 充実 強化
○ 地域医療対策事業
○ 災害時医療救護対策事業
○ 救急医療体制確保対策事業
○ 医務・薬務事業
○ 看護師確保対策事業
○ 救急活動事業
○ 救急隊整備事業
○ 救急救命士養成事業

市⽴看護短期⼤学 管理運営
血液対策事業

 施策 1-6-2 信頼   市⽴病院 運営
○ 川崎病院の運営
○ 井田病院の運営
○ 多摩病院 運営管理
○ 良質 医療 提供 担 ⼈材 確保 育成事業
○ 経営健全化推進事業

 施策 1-6-3 健康で快適な生活と環境の確保
○ 予防接種事業
○ 感染症対策事業
○ 食品安全推進事業
○ 公衆衛生 等に関する試験検査等業務
○ 動物愛護管理事業
○ 環境衛生事業
○ 葬祭場管理運営事業

健康危機管理対策事業



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

19,807

0

22,147 5,886

29,663 29,663 29,663

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

活動
指標

3

予決算
（単位：
千円）

6,883 3,307

3

単位

3

2

3

目標

実績

32,97046,157

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

地域医療に関する重要事項を調査審議・報告する会議の開催回数

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

19,499

1

31,860 31,860

-

-

1 212

26,681

-

54,520

22,146

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-5,674

6,134 308 -

26,350 26,350 26,350

-16,526 23,746

53,461

26,681

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①地域医療構想調整会議において、基準病床数の見直し検討や、地域医療支援病院の責務の見直し、救命救急センターの指定等
に関する協議を行うとともに、地域医療審議会において「かわさき保健医療プラン」改定版の進捗状況について報告を行うなど、地
域医療の充実に取り組みました。
②地域医療審議会を２回開催し、地域医療に関する重要事項の審議・報告や、本市の新型コロナウイルス感染症の取組に関して
地域医療関係団体等との情報共有を行いました。
③県と連携しながら、地域医療構想調整会議を３回開催し、地域医療構想の実現に向けて、地域医療提供体制の整備に資する審
議・報告を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

3

1

3

2

3

3実績

将来の医療需要を踏まえた医療提供体制を構築するため、地域の医療関係者、医療保険者、県と
市町村等が共に地域の課題や目指すべき姿を共有し、それぞれの取組を進めていく会議の開催回
数

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

地域医療審議会の開催回数

地域医療構想調整会議の開催回数

説明

3

3

3

3

回

回

実施形態 ☑

地方自治法第138条の４第３項、川崎市地域医療審議会条例、川崎市地域医療審議会運営要領

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,人権施策推進基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

26,780

0

0

11,034

15,746

10,430

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10601010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

406900 健康福祉局保健医療政策室

事務事業名 政策体系別計画の記載

地域医療対策事業 有

事業開始年度

―

3

37,111

31,860

57,207 51,810 35,549

市民

良質かつ適切な医療を効果的効率的に提供する体制を確保することで、市民の健康の保持を図ります。

地域医療審議会において地域医療に関する重要事項を調査審議するとともに、将来において不足する病床機能の確保及び医療機
関相互の機能分担と連携を図るなど、地域医療の充実に取り組みます。

①病床機能の分化・連携等、「かわさき保健医療プラン」（改定版）に基づく取組の推進
②地域医療審議会の運営（開催回数：３回）
③神奈川県と連携した地域医療構想調整会議の運営（開催回数：３回）

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

3.15 3.75 3.1 3.5

33,23350,097

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

25,347

0

0

1

25,346

22,660

41,113

23,7479,253

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

新興感染症等への対応を踏まえた地域医療構想の進め方については国の議論を注視しつつ、今後も県と
連携しながら、将来の医療需要を踏まえた「必要な病床数の確保」及び「必要な病床機能の確保」の質と量
両面の対応を進めるなど、かわさき保健医療プランに基づく医療提供体制の整備に向けた取組をより効果
的に進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R2年度：本市の保健医療施策を取り巻く社会状況の変化を踏まえて、「かわさき保健医療プラン」の中間見直しを行い、後半３年間
の施策の取組を取りまとめました。
H29年度：平成30年度から令和5年度を計画期間とする「かわさき保健医療プラン」を策定し、その中で、県や本市の関連計画との連
携を図り、総合的な保健医療施策の取組を進めるための施策の方向性を明確化しました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

医療提供体制の将来の目指すべき姿を示した神奈川県地域医療構想の実現に向け、病床機能の分化・連携等、地域における課題
に対して、医療関係者との連携を図りながら、具体的な議論を深めていく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

地域医療審議会（年２回）や地域医療構想調整会議（年３回）等での議論を通じ、地域医療に関する情報共
有や連携に向けた取組等を進めることで、かわさき保健医療プランに基づく医療提供体制の整備促進に寄
与しました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

医療法に基づき県が策定した医療計画・地域医療構想に市町村の役割が明記されておりますが、関係団体との連携等、手法を見
直すことで事務改善や効率化の可能性があります。また、かわさき保健医療プランについては、昨年度、計画策定支援業務を委託
し、計画書を作成しました。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

神奈川県地域医療構想において推計された将来の医療需要を踏まえ、必要な病床数や病床機能の確保に向けて、今後も継続的
に取り組んでいく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

地域医療構想調整会議等における議論を通じ、各医療機関等が今後の本市の医療提供体制の構築に向け、率直に話し合える環
境が醸成されるなど、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

24,239

0

0

1,247

22,992

26,022

57,404

24,23924,100

-

-

事務事業

51,631

33,304

57,543 59,495 74,379

災害時に医療救護を必要とする市民

平時から災害時保健医療ガイドラインを活用した訓練等の実施及び備蓄医薬品の整備等を推進することで、災害時に、傷病者が迅
速かつ適切に医療救護を受けられる環境を整えます。

災害時の医療救護体制がより実効的なものとなるよう、川崎市地域防災計画等の検証を進めるとともに、川崎ＤＭＡＴの体制を維持
するための事業を推進します。

①会議や訓練等を通じた災害時医療体制の検証
②災害時保健医療ガイドライン運用
③備蓄医薬品の更新・管理
④川崎ＤＭＡＴ隊員養成研修の実施（年１回）

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

3.58 3.92 4.11 4.16

68,06359,174

事務事業コード

10601020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

406900 健康福祉局保健医療政策室

事務事業名 政策体系別計画の記載

災害時医療救護対策事業 有

事業開始年度

―

実施形態 □

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

かわさき強靱化計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,臨海部防災対策計画,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

24,239

0

0

1,247

22,992

21,308

-

-

-

-

-

0 0

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

54,562

30,323

ほぼ目標どおり達成できました。
①の体制の検証については、新型コロナウイルス感染症の対応を行っている中でも、実施可能な手法を検討し可能な限り会議（オ
ンライン等）及び訓練を計画・実施しました。
②の令和元年度に完成しました災害時保健医療ガイドラインの運用については、コロナ禍において、本ガイドラインを使用し可能な
限り研修等を行いました。
③の備蓄医薬品については、使用期限に合わせ更新を行うとともに、令和２年度から慢性疾患向けの中断不可薬等についての備
蓄関係業務を市薬剤師会に委託し、3年間で計画的に同会員薬局（60セット程度）への配備を進めています。
④の川崎ＤＭＡＴ隊員養成研修を、毎年1回隊員数の増加及び各隊員の技能維持のため開催していましたが、令和２年度は新型コ
ロナウイルス感染症の影響を鑑み中止としました。令和３年度につきましては、例年とは違い、オンラインを中心とした方法により実
施しました。今後につきましても、コロナ禍において、実施できる研修内容を検討し、隊員数の増加及び各隊員の技能維持に努めて
いきます。

令和３年度においては、令和２年度から引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大への医療対応として、これまで培ってきた
大規模地震等における災害医療の仕組みやネットワーク、ノウハウを準用して「川崎市医療調整本部」において常時のニーズとリ
ソースの把握及び入院調整等を行い、年間を通じて適切な医療提供体制を継続させました。
上記業務を最優先にしつつ、他の業務を履行しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

30,323

-

59,326

22,992

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-39,123

0 347 -

34,935 34,935 34,935

-26,022 22,992 42,288

1,247

33,304 33,304

-

-

1,247 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

70,07277,570

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

【事業の内容】
新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の整備等の対応を最優先に取り組みながら、市内医療機関等と連携した訓練・研
修や、川崎ＤＭＡＴの体制強化に向けた事業等を推進します。また、これらの取組から得られた知見を川崎市地域防災計画等に適
時反映します。
【当該年度の取組内容】
①新型コロナウイルス感染症に係る病床確保及び入院調整等の運用
②川崎市災害医療コーディネーター会議の開催及び各種訓練等の実施
③災害時保健医療ガイドラインの運用
④備蓄医薬品の更新・管理
⑤川崎ＤＭＡＴ隊員養成研修の実施（年１回）

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

33,128 34,816

R2年度

42,635

0

24,239 39,123

35,256 35,256 35,256

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

1

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

1

0

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

回

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

多様な訓練・研修等を通じて、官民連携の下、市内で災害医療に従事する関係者の対応スキルは向上しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

近年、全国各地でさまざまな自然災害が頻発し、本市においてもいつ発生してもおかしくない大災害に備え、災害医療コーディネー
ターと連携して、あらゆる災害に対応可能な医療救護体制を整備することが求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

防災対策が本市の重要施策の一つとして位置づけられている中、災害時、市民の命・健康維持に直結する
保健医療活動の総合調整を行う本部機能の整備に向けた取組を大きく前進させられたことから、施策への
貢献は大いにありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

法令等に基づいて本市が行うべき災害対策は着実に実施しますが、実効的な災害医療体制を整備していく中で、引き続き、事務手
続や事業規模等の効率化を検証していく必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

平成28年熊本地震での課題を踏まえ、保健医療活動の総合調整ができる体制を各自治体において整備するよう、厚生労働省から
通知が発出されており、本市においても、実効的な体制整備のため、不断の見直しを進める必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

川崎ＤＭＡＴ隊員養成研修の開催数

説明

R１年度：過去の大規模災害の課題を踏まえ、「防ぎ得る災害死」を減らすことを目的とし、本市の発災時における保健医療救護活
動に必要な情報を様々なマニュアル等を１冊にまとめた、「災害時保健医療ガイドライン」を策定しました。
Ｈ30年度：保健医療調整本部等について、地域防災計画に位置付けました。
Ｈ29年度：健康福祉局防災訓練及び従事者研修を初めて実施し、保健医療活動の総合調整を行う機能の検証等を進めました。
Ｈ28年度：災害医療コーディネーターに意見を聞きながら、市総合防災訓練で初めて避難所の医療訓練を実施しました。
　　　　　　　あらゆる災害に柔軟に対応できるよう、川崎ＤＭＡＴの編成基準を見直しました。
Ｈ27年度：実効的な災害時医療体制整備のため、川崎市地域防災計画の医療救護に関する項目を大幅に修正しました。
　　　　　　　備蓄医薬品の更新・管理について、仕様を見直し、委託料を削減しました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

本部機能の充実化等を図るためには、訓練等の検証を通じて、ヒト、モノ、システムなど継続的な見直しが
必要です。いつ災害が発生しても迅速かつ的確な対応が可能となるよう、課題解決に向けた検討を行うとと
もに、引き続き訓練等による検証を重ね、適宜災害時保健医療ガイドラインを更新しながら、より実効的な
体制整備を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある

実績

目標

a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H30年度目標・実績

1

1

1

1
川崎ＤＭＡＴは、市内の局地災害に備えて平時から出場体制を整えておく必要があるため、隊員養
成研修による新規養成及び技能維持の取組を推進する。 1

目標

実績

R3年度R2年度R1年度

活動
指標

単位



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

991,772

0

977,433 1,029,237

19,493 19,493 19,493

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

成果
指標

56,108

予決算
（単位：
千円）

1,057,675 1,127,563

57,917

単位

55,709

500

57,917

目標

実績

1,147,0561,011,747

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ ☑ □

年末年始等に歯科診療を行っている歯科保健センター等の患者数

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

943,478

48,026

19,116 19,116

-

-

48,026 48,091

16,517

-

1,004,830

929,407

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-981,146

48,143 48,294 -

19,975 19,975 19,975

-937,571 929,407

999,486

16,517

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成しました。
①病院群輪番制病院運営事業、救命救急センター、小児急病センター等に対する運営支援を行い、救急医療体制を確保しました。
また、新たな救命救急センターの指定に向けて、県や医療関係団体などと連携して地域医療構想調整会議で審議しました。
②医師会が運営する休日（夜間）急患診療所に対する運営支援を行い、安定的な運営を確保しました。
③GWと年末年始の急患歯科診療事業に対する運営支援を行い、地域ニーズに応じた歯科救急医療体制を確保しました。また、新
型コロナウイルス感染症の影響もあり、患者数は目標を下回りましたが、今後も本事業を継続することで、市民の安全・安心を確保
します。
④総合（地域）周産期母子医療センターに対する運営支援を行い、周産期医療ネットワークを確保するとともに、市内医療機関の建
替えに伴う周産期病床（NICU病床）の増床整備に対して支援を行いました。
⑤「かわさきのお医者さん」のアクセス件数は169,375件で、救急医療情報センターと併せて市民に認知されています。一昨年以来、
新型コロナウイルス感染症の影響もあり、センターの受信件数は目標を下回りましたが、今年度は増加に転じていますので、引き続
き、医療機関への丁寧な取次サービスなど、円滑な案内に努めます。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

457

535

457

391

57,917

53,948実績
急な病気やけがをした場合、電話により、これから受診できる医療機関（歯科を除く）を24時間365日
対応により案内している救急医療情報センターにおいて、オペレータが電話を受けた件数

目標

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

歯科休日急患診療患者数

救急医療情報センターにおけるオペレータ受信件数

説明

457

391

57,917

44,142

人

件

実施形態 ☑

各補助金交付要綱等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン,まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,子ども・若者の未来応援プラン,情報化推進プラン,人
権施策推進基本計画,男女平等推進行動計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(14)将来を見据えた市民サービス等の再構築

982,969

0

0

48,053

934,916

974,784

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10601030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 補助・助成金 ―

406900 健康福祉局保健医療政策室

事務事業名 政策体系別計画の記載

救急医療体制確保対策事業 有

事業開始年度

―

457

991,301

19,116

1,002,782 996,926 1,048,730

市民、救急病院、総合（地域）周産期母子医療センター、医師会、歯科医師会

救急医療体制を確保し、市民の安全・安心を支える医療を提供します。

救急病院、休日（夜間）急患診療所、総合（地域）周産期母子医療センター、歯科保健センター等に対する運営支援を行います。ま
た、救急医療情報システム「かわさきのお医者さん」や救急医療情報センターを着実に運営します。

①救急病院に対する運営支援等、救急医療体制の充実に向けた取組の推進
②休日（夜間）急患診療所の医師会による運営に対する支援の実施
③歯科休日急患診療事業の運営支援を通じた、歯科救急医療に係る地域医療ニーズに対応するための歯科診療の提供
④総合（地域）周産期母子医療センターに係る補助金の交付等運営支援の実施
⑤医療機関検索システム「かわさきのお医者さん」や救急医療情報センターの運営

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

1.95 2.25 2.35 2.3

1,077,650997,408

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

13 歯科保健センター等診療事業の運営体制の見直しの検討

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

983,666

0

0

49,134

934,532

985,714

1,017,704

977,433998,588

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

　緊急性の高い傷病者へ確実に救急医療資源を提供するため、救急医療の適正利用を推進するとともに、
救急病院等への運営支援など、小児救急や周産期救急等を含めた救急医療体制を安定的に確保します。
また、NICU病床の運営・整備に対する支援を継続するほか、ＧＷや年末年始の歯科診療事業についても体
制を確保していきます。さらに、救急医療情報センターでは医療機関への取次サービス等を円滑に行うとと
もに、神奈川県や県内自治体とは救急医療電話相談事業（♯7119）の広域化・最適化に向けた検討を行い
ながら本事業を継続することで、市民の安全・安心を確保します。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H30～R3年度：救急医療電話相談事業（＃7119）について、神奈川県及び県内自治体との連携による取組の広域化・最適化に向
け、費用負担や役割分担等の検討を行いました。
R2年度：ＭＳＤ株式会社との外国人向けの医療情報の発信強化を目的とした協定に基づき、多言語の医療情報リーフレットを作成
しました。
R1年度：休日（夜間）急患診療所事業について、事業移管後初めて運営費補助金額を見直しました。（R2～R4年度分）
H29年度：休日（夜間）急患診療所事業について、川崎市医師会へ事業移管（運営主体を変更）しました。また、 歯科休日急患診療
事業について、診療日数の見直しを行い、ゴールデンウィーク（5/3～5/5）・年末年始（12/30～1/3）の年間8日間の診療に変更しま
した。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

・市内人口の増加や高齢化の進展による救急搬送件数の増加に対しては、救急告示医療機関における円滑な受入体制を確保する
とともに、救急医療の適正利用を推進する必要があります。
・救急医療分野における広域連携の推進に向け、横浜市が実施中の救急医療電話相談事業（♯7119）の状況等を踏まえ、神奈川
県及び県内自治体の連携による取組の広域化・最適化について検討します。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

　救急病院や総合（地域）周産期母子医療センター等に対する運営支援を適切に行い、傷病者の状況に応
じた救急医療体制を構築しており、施策に貢献しています。

効率性 【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

　休日（夜間）急患診療所事業について、より良質な医療サービスの提供や柔軟で効率的な診療体制への対応等を図ることを目的
に、川崎市医師会へ事業を移管してから、現在2期目となっています。一昨年から、.新型コロナウイルス感染症による患者数の減少
で事業運営に大きな影響がありますが、県の補助事業を活用したほか、医師会も経費削減の取組を進めるなど、初期救急医療体
制の確保を図りました。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

　市内人口の増加や高齢化の進展による救急搬送件数の増加が見込まれていることから、今後も機能分担に基づく救急医療体制
を確保し、市民の安全・安心を支える医療を提供する必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

　各種診療事業の患者数や救急医療情報センター等の利用件数は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、減少傾向が続い
ていますが、各診療所においては市民が安心して医療を受診できる体制を確保し、また、情報センターにおいても医療機関への取
次サービスを円滑に行うなど、年間を通じて一定程度の効果は保っています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

15,723

0

18,023 14,129

158,906 158,906 158,906

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

活動
指標

153

予決算
（単位：
千円）

13,127 12,916

150

単位

114

39

150

目標

実績

171,822188,273

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

市内の病院及び有床診療所等へ立ち入りした件数です。

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

4,468

13,843

182,579 182,579

-

-

13,843 10,535

176,261

-

200,065

4,180

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-3,594

13,616 11,255 -

172,550 172,550 172,550

-3,870 4,180

194,284

176,261

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①病院及び有床診療所等への立入検査を３９回実施しました。
②医療安全相談センターにおいて市民等からの相談に対応しました。
③医療法等許認可事務及び事前相談業務を実施しました。
④薬局等に対する監視指導の実施及び苦情・相談対応を実施しました。
⑤毒物及び劇物取締法関連施設に対する監視指導を１０８回実施しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、目標を達
成することができませんでしたが、毒物及び劇物の適正な保管管理について、市ホームページを用いて周知しました。
⑥危険ドラッグに関する啓発等、薬物乱用防止活動として、薬物乱用防止教室を延べ９回実施し、９６９人に啓発を実施しました。ま
た、ポスター等の薬物乱用防止啓発資材約４４，０００個の配布、掲示を行い薬物乱用防止啓発を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

39

39

39

39

150

108実績市内対象施設に実施した監視指導件数です。

目標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

病院及び有床診療所等への立入検査の実施回数

毒物及び劇物取締法関連施設に対する監視指導の実施回数

説明

39

39

150

73

回

回

実施形態 ☑

医療法、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律、毒物及び劇物取締法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,男女平等推進行動計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

18,023

0

0

13,843

4,180

15,985

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10601040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 許認可等 その他 

408300 健康福祉局保健所医事・薬事課

事務事業名 政策体系別計画の記載

医務・薬務事業 有

事業開始年度

―

39

192,246

182,579

200,602 176,929 173,035

病院、診療所、薬局、店舗販売業、毒物劇物一般販売業等

病院、診療所等への立入検査の実施、薬局等への監視指導の実施や苦情・相談への対応、医療安全相談センターにおける市民か
らの相談へ対応することで、医療の安全と信頼を高め市民が安心して利用できるようにします。毒物劇物登録事業者等に毒物劇物
の適正な取扱いを徹底し事故や危害の発生防止を図ります。また、薬物乱用防止に関する研修会や街頭啓発活動等を行うことに
より、市民の薬物乱用防止に関する知識の普及啓発に努めます。

病院、診療所等に対して法令に基づいた立入検査を実施し、状況に応じた必要な改善指導を行います。薬局等に対する監視指導
の実施や苦情・相談に対応し必要な指導を行います。医療安全相談センターに寄せられた相談内容を必要に応じて医療機関へ情
報提供します。毒物劇物を取扱う事業者に対して立入検査を実施し適切な取扱いについて指導を行います。また、薬物乱用防止に
関する研修会、街頭での啓発活動や広報を利用した啓発活動等を行います。

①病院及び有床診療所等への立入検査の実施（目標数３９回）
②医療安全相談センターにおける相談業務
③医療法等許認可事務及び事前相談業務の実施
④薬局等に対する監視指導の実施及び苦情・相談対応
⑤毒物及び劇物取締法関連施設に対する監視指導の実施（目標数１５０回）
⑥危険ドラッグに関する啓発等、薬物乱用防止活動の実施

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

20.81 21.49 20.3 18.75

185,677190,573

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

18,023

0

0

13,843

4,180

17,486

197,784

18,02315,205

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

監視指導による医療機関の安全と信頼確保、毒物劇物による危害防止、薬物乱用防止啓発活動等市民の
安全・安心を確保する業務であり、市民の健康を守るという政策に直結することから、今後も事業を継続し
ていきます。また、毒物及び劇物取締法関連施設に対する監視指導の実施については、新型コロナウイル
ス感染症の影響もあり、目標を下回る実施回数となりました。令和４年度も新型コロナウイルス感染症の影
響により計画的な監視指導が困難な状況が想定されますが、新型コロナウイルス感染症の動向を注視しな
がら監視指導を継続するとともに、毒物及び劇物の適正な保管管理について、市ホームページ等を用いて
周知していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

令和元年度：医療監視員１名増員（新規診療所への立入検査に対する対応）
平成27年度：薬事監視員１名増員（平成25年の医薬品医療機器法改正に伴う業務負担増加に対する対応）

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 1 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

平成28年度に新たな業務（特定毒物研究者）が県から移管されています。地域包括ケア推進の動きに併せ、新たに医薬品医療機
器法が改正され新制度（健康サポート薬局）が施行されています。また、薬局ビジョンの推進や川崎市医療救護体制の見直しがあ
り、医事・薬事業務の更なる強化が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

医療機関への立入検査・監視指導、毒物及び劇物取締法関連施設に対する監視指導、薬物乱用防止啓発
活動の実施により、安心安全な医療供給体制の充実・強化を図ることができたことから、施策への貢献はあ
りました。

効率性 【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

主な業務内容が法に基づく許認可、監視指導ですが、入力作業等の単純作業については、会計年度任用職員の活用等効率的な
執行体制を図っています。許認可及び監視指導については、法令業務であり委託化は困難ですが、医療安全相談センターについ
ては、業務を委託することによりコスト削減できる余地はあると考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

監視指導による医療機関の安全と信頼確保、毒物劇物による危害防止、薬物乱用防止の啓発と市民の安全・安心を確保する業務
であり、各種事件事故が発生するたびに市民からのニーズは高まっています。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

監視指導、医療安全相談センターによる市民等からの相談、毒物劇物による危害防止、薬物乱用防止の啓発等により、医療機関
や市民への安全・安心の確保が進んでおり、成果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

14 看護人材確保策の再構築

0

2,000 5,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

165,328

0

0

0

165,328

164,089

207,408

214,074161,105

-

-

事務事業

3

16

199,372

46,303

211,631 186,570 383,153

看護師等養成施設、病院内保育所を設置する医療施設、看護職員、看護学生

看護師養成施設の運営支援及び看護師等修学資金の貸与等を実施することで、質の高い看護職員の養成を支援するとともに、看
護人材の市内医療施設への確保･定着を図ります。

市内における看護人材確保のため、定着促進･再就業支援･新規養成の3つを柱に、各種研修会の実施、病院内保育所及び看護師
等養成施設に対する運営支援、市内医療施設に就労を希望する看護学生への修学資金貸与制度の運用等の取組を着実に推進し
ます。

①看護師養成施設（2施設）の運営支援
②看護師等修学資金の貸与（40人）の実施
③子育て中の看護師等が働きやすい職場環境をつくるための、病院内保育所（17施設）の運営費補助の実施
④市立看護短期大学の４年制大学化に向けた施設改修工事の実施

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

4.75 5.45 6.13 5.55

268,326266,179

事務事業コード

10601050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 補助・助成金 政策推進計画等（策定・進行管理）

406900 健康福祉局保健医療政策室

事務事業名 政策体系別計画の記載

看護師確保対策事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

看護師等の人材確保の促進に関する法律、川崎市看護師等修学資金貸与条例、各種補助金の交付要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,地域福祉計画,かわさき保健医療プラン,人権施策推進基本計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(14)将来を見据えた市民サービス等の再構築

160,678

0

0

7,661

153,017

159,139

-

-

-

-

-

0 0

3

3

40

40

16

16

施設

施設

人

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4

病院内保育所に対する運営支援

説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市内看護師養成施設に対する運営支援

看護師等修学資金の貸与

説明

成果
指標

実績
将来、看護師又は准看護師として、市内の医療施設に就労を希望する看護学生に対して修学支援
(修学資金の貸与)を行うことで、市内における看護人材の確保を図る。

医療従事者のために病院内保育所を設置する市内医療施設に対して、神奈川県と協調して運営支
援を行うことで、働きやすい環境整備を促進し、看護職員の定着促進及び再就業支援を図る。

目標

目標

実績

目標

実績

200,911

40,233

17

17

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①看護師養成施設2校の看護職員の養成に係る運営支援を実施しました。
②看護師等修学資金は、40人に貸与を実施しました。
③病院内保育所については、17施設の運営費補助を実施しました。
④学生及び教員の増加に伴う工事を実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

3

3

2

2

40

40

40,233

-

210,392

87,534

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-241,769

8,986 8,656 -

52,105 52,105 52,105

-155,103 212,074 208,145

0

46,303 46,303

-

-

0 12,348

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

☑

計画事業費 計画事業費

□ □ □

市内に所在する民間の看護師養成施設(准看護学校を含む。)に対して、継続的な運営支援を行うこ
とで、市内における看護人材の確保を図る。

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

3

40

目標

実績

318,625273,906

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

成果
指標

40

16

予決算
（単位：
千円）

216,221 271,589

40

単位

40

16

16

R2年度

221,801

0

139,534 336,117

47,036 47,036 47,036

52,000 82,000



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

市内看護師養成施設卒業生の市内医療施設への就職、看護師等修学資金被貸与者の市内就労継続及び院内保育事業による離
職防止により、質の高い看護人材の市内医療施設への確保･定着が図られました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

市内の就業看護職員数については増加傾向にあるものの、高齢化や看護ニーズの多様化等から、引き続き、看護人材の確保が求
められています。そのため、平成28年10月に策定された神奈川県地域医療構想や国による看護職員需給見通し、県内の看護師養
成施設の状況(新設･定員増)等を踏まえながら、看護師確保対策を実施する必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

市内養成施設に対する運営支援、看護師等修学資金の貸与及び病院内保育所に対する運営支援に取り
組むことにより、資質の高い看護人材の市内医療施設への確保･定着に寄与することで、施策に貢献してい
ます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

看護師確保対策事業については、今後、民間活用や事業手法等を見直すこと等により、効率性を上げることができる可能性はあり
ます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

高齢化に伴い増大する医療需要を踏まえた医療提供体制を目指すには、それを支える看護師等医療従事者の確保・養成が重要で
あり、ニーズは高まっています。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R3年度：修学資金について、返還免除となる施設を見直し、社会福祉施設等への従事についても対象としました。
R2年度：市立看護短期大学の４年制大学化に向け、大学設置認可申請を行いました。川崎看護専門学校の運営法人である川崎市
看護師養成確保事業団への補助金を廃止しました。
H29年度：市立看護短期大学について、医療の高度化等への的確な対応や、地域包括ケアシステムに資する看護師を養成するた
め、令和４年４月の開学に向けて４年制大学化することとしました。川崎看護専門学校について、運営法人である川崎市看護師養
成確保事業団への補助金を、原則令和２年度をもって終了することとしました。
H28年度：看護師充足対策事業について、｢看護の日体験｣を｢一日看護体験｣に統合し、補助総額を削減しました。
H22年度:修学資金について、返還債務の免除条件を変更し、利用者の利便性の向上を図りました。
H20年度：院内保育運営費補助事業について、補助金の算定基準額の見直し(運営費基準の引下げ及び24時間･病児保育基準の
引上げ)を行いました。
H18年度:看護師等養成所運営費補助事業について、補助金額の見直し(引下げ)を行いました。

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

高齢化や看護ニーズの多様化等に対応するため、国が示す看護職員の将来的な需給動向等を踏まえなが
ら、今後、市立看護大学の安定的な運営等を含め、市内に勤務する看護職員を安定的に確保していくため
の必要な取組を進めていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

12 救急隊の適正配置や救急車の適正利用に向けた取組の推進

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

48,840

0

0

3,311

45,529

49,174

2,778,925

48,84048,311

-

-

事務事業

10,000以上

2,810,683

2,730,614

2,779,454 2,796,435 2,853,228

市民

救急車の適正利用や市民の応急手当に関する知識及び技術の習得などにより、救命効果の向上を図ることを目的とします。

傷病者の緊急性や医療機関受診の必要性等について市民自らの判断を助けるツールとして、市のホームページに公開している救
急受診ガイドを継続するとともに、リーフレット等により広く市民に対し広報を行います。
市民救命士の養成については、広く市民に対し救命講習の機会を提供するため、民間への全部委託を継続します。

①救急受診ガイド等を活用した救急車の適正利用の推進による救急需要対策の実施
②民間への全部委託による市民救命士の養成の実施及び検証（養成数：10,000人以上）

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

326.26 321.4 324 324.2

2,818,4902,802,840

事務事業コード

10601060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

843300 消防局警防部救急課

事務事業名 政策体系別計画の記載

救急活動事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

かわさき強靱化計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,自殺対策総合推進計画,かわさき保健医療プラン,情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

48,840

0

0

3,311

45,529

47,261

-

-

-

-

-

0 0

10,000以上

2,721
人

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市民救命士の養成数

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

2,812,262

2,763,422

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①救急受診ガイド等の活用については、各種チラシの配布や市内の大型ビジョンなどで広報を行い、救急車の適正利用の推進を継
続しました。
②市民救命士の養成については、新型コロナウイルス感染症により、受講者の人数を制限する等、必要な感染対策を講じて開催
し、目標値に達しませんでしたが前年比で受講者数は増加しました。令和３年度は、救命講習ＰＲ動画を作成し、市内の大型ビジョ
ンや各種イベント等において広報活動を実施しました。また、委託先事業者である（公財）川崎市消防防災指導公社と協力し、各種
団体への直接案内を行いました。今後も感染対策を講じながら啓発活動を継続していきます。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

10,000以上

6,770

10,000以上

3,739

2,763,422

-

2,779,788

45,529

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-94,581

3,442 5,069 -

2,754,000 2,754,000 2,754,000

-45,732 45,529 43,376

3,311

2,730,614 2,730,614

-

-

3,311 11,052

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

応急手当の知識・技術を習得した市民救命士の数

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

7,184

目標

実績

2,937,3742,802,445

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

予決算
（単位：
千円）

64,490 189,779

単位

R2年度

48,445

0

48,840 105,633

2,747,595 2,747,595 2,747,595

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

バイスタンダーによる応急手当の実績が減少しましたが、新型コロナウイルス感染症の影響等によるものと考えています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

全部委託した救命講習について、今後も高齢化の進展に伴う人口構造の変化や在宅介護の増加等により、市民等の救命講習の
需要が高まることが考えられることから、より多くの市民が受講できる体制を引き続き維持していく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

新型コロナウイルス感染症の影響等により、バイスタンダーによる応急手当の実績は減少しましたが、救命
講習は、感染リスクに対応した応急手当を学ぶことができる数少ない講習であり、これを含めた市民の応急
手当に関する知識及び技術の習得などにつながっているため、一定程度施策への貢献はありました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

講習内容や講習時期、会場等について、引き継き、精査を行うとともに、今後は感染症対策の一環として、一部の市民救命士講習
にWEB講習を導入し、効率的に質の向上に取り組んでいきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

新型コロナウイルス感染症の対策として受講人数を制限しているものの、一般公募及び団体からの依頼による救命講習のそれぞ
れについて、受講定員の上限に近いニーズがあったことから、今後もこれに対応する必要性があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H29年度：民間への全部委託を開始
H28年度：民間への委託割合を3割から7割へ拡大
H27年度：民間への一部委託を開始
H26年度：民間への委託化に向けての協議を実施し、平成２９年度に全部委託をすることが決定

c

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

新型コロナウイルス感染症への感染リスクによる受講控えという不安要素がある中、受講者人数を制限しての開催でした
が、一定の需要があることが確認できました。このような市民ニーズに応えながら、感染症が収束した折には、蘇生ガイドラ
イン２０２０改訂に伴い、応急手当の手順等が一部変更になることによる反動需要も考えられることから、引き続き講習の提
供体制を維持しつつ、新たな取組みについても検討していきます。また、バイスタンダーによる応急手当の実績が減少した
理由については、新型コロナウイルス感染症に伴い、人との接触を控えたいという心理的要因が影響したことが考えられる
ため、成人に対しては、感染症流行期には、感染拡大予防の観点から人工呼吸は行わない、胸骨圧迫とAEDによる心肺
蘇生法を指導する等、また、乳児や小児に対しては、人工呼吸を行うことにためらいがある場合には、胸骨圧迫とAEDによ
る心肺蘇法を指導する等、コロナ禍における応急手当についての不安を取り除く内容を救命講習や各種イベント等のあら
ゆる機会を通じて、周知していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

0

0

0 0

46,952 46,952 46,952

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

成果
指標

8.4

予決算
（単位：
千円）

0 0

8.4

単位

8.6

72,854

8.4

目標

実績

46,95241,140

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

年間の救急出場件数
（実績管理のための参考指標のため、目標値を設定していません。）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標

実績

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

0

0

40,441 40,441

-

-

0 0

7,623

-

40,441

0

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-0

0 0 -

41,140 41,140 41,140

-0 0

7,623

7,623

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①新型コロナウイルス感染症の感染防止対策や、一時的な救急需要の集中により救急車の現場到着時間が延伸しました。ＡＩ（人
工知能）により一時的、局地的な救急需要の集中を予測し、救急隊を効果的・効率的に配置する取り組みについて調査・検討し、Ｐ
ＰＰプラットフォームによる意見交換会に参加した結果、複数の企業と意見を交わす等の調整を行うことで、救急需要予測の実証検
証について推進しました。
その他、救急需要対策として、各種ビジョン等を活用した動画放映による啓発を行いました。また、北部地域２隊増隊の効果を分析
し報告書を作成しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

75,513

－

69,883

8.4

9.5実績１１９番通報の覚知から、救急隊が現場到着するまでの時間

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

説明

3

4
説明

指標分類

1

2

5

説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

救急件数

救急車の現場到着時間

説明

－

66,951

8.4

9

件

分

実施形態 ☑

消防法、消防組織法、消防力の整備指針

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,自殺対策総合推進計画,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(1)市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化

0

0

0

0

0

0

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10601070

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

843300 消防局警防部救急課

事務事業名 政策体系別計画の記載

救急隊整備事業 有

事業開始年度

―

－

7,623

40,441

40,441 46,952 46,952

救急隊

救急隊を適正に配置することで、救急車の現場到着時間の維持・短縮による救命効果の向上を図ります。

救急需要及び人口動態を踏まえた効率的・効果的な救急体制の整備に向けた取組を推進します。

①救急需要の高まりに合わせた効率的・効果的な救急隊配置や運用等に向けた調査・検討

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

0.9 4.76 4.84 5.54

41,14041,140

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

12 救急隊の適正配置や救急車の適正利用に向けた取組の推進

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

0

0

0

0

0

0

40,441

00

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

c

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、全国的に救急隊の現場到着時間が延伸傾向にある中、本
市においても昨年同様に現場到着時間が延伸しました。１１９番通報時の聴取内容の増加や救急隊の感染
防止装備の確実な装着に加え、感染拡大の影響をより強く長い期間受けたためと考えますが、今後も、現
場到着時間の短縮に向け、効率的・効果的な救急体制の構築に向けた取組の推進について、新型コロナ
ウイルス感染症の影響のほか、ＡＩによる救急需要予測の検証や、人口動態や高齢化等も加味した総合的
な検討を継続します。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

H29年度：救急隊の出場状況や救急件数の抑制に係る救急需要対策等、多角的に分析し、救急隊増隊について関係部局と継続し
て協議を行い令和２年度に１隊の増隊が認められました。
H28年度：救急隊の出場状況や救急件数の抑制に係る救急需要対策等、多角的に分析し、救急隊増隊について関係部局と継続し
て協議を行いました。
H27年度：救急隊の出場状況や救急件数の抑制に係る救急需要対策等、多角的に分析し、救急隊増隊について関係部局と協議を
行い、平成３０年度に１隊の増隊が認められました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、全国的に救急件数は減少している。本市の救急件数（令和１年75,513件⇒令和２年
66,951件）は12年ぶりに減少したことから、今後の救急需要の動向を注視していく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

感染者の急増や自宅療養者からの救急要請、搬送困難事案の増加等、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大に伴う影響を受けた結果、救急車の現場到着時間は昨年の９．０分から９．５分と延伸しましたが、昨
年と比較し長い期間により多くの影響を受けたコロナ禍においても、延伸を０.５分に抑えられたことから一定
の成果はあったものと考えられます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

一時的な需要集中の対策として、ＡＩによる需要予測の取り組みにＰＰＰプラットフォームによる民間活力を活用することで、コストを
削減できる余地があります。また、感染防止装備の確実な装着の訓練等に引き続き取り組むことや、ＡＩによる救急需要集中の分
析、予測による対策の検討について取り組むことで、時間短縮による質の向上を図る余地があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

令和２年と比較すると搬送人員は増加し、感染症に係る救急搬送の対応や、65歳以上の搬送人員の割合も増加していることから、
ニーズは薄れていないと考えます。また、救急隊の業務については、消防法に基づく業務であり、民間活用の余地はありません。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

救急車の現場到着時間は、令和２年中の9.0分から令和３年中は9.5分と0.5分延伸しました。新型コロナウイルス感染症の感染拡大
に伴う感染防止装備の確実な装着と、一時的な救急需要集中等により現場到着時間が延伸したものと考えます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

59,888

0

0

0

59,888

59,079

64,250

59,69056,094

-

-

事務事業

7

26

79,273

8,156

68,044 67,996 64,219

消防職員

救急救命士の常時乗車体制を確保するとともに、より高度な救命処置ができる認定救急救命士を養成することにより、救命効果の
向上を図ることを目的とします。

新規に救急救命士の資格習得に向け、養成施設に派遣させるとともに、高度な救命処置のできる認定救急救命士の養成を行いま
す。

①救急救命士の常時乗車体制の運用に向けた新規救急救命士の養成（養成数：年７人）
②高度な救命処置が行える認定救急救命士の養成　（養成数：年8人以上）

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

0.96 0.96 0.98 0.98

58,37568,020

事務事業コード

10601080

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

843300 消防局警防部救急課

事務事業名 政策体系別計画の記載

救急救命士養成事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

救急救命士法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

73,587

0

0

0

73,587

71,142

-

-

-

-

-

0 0

7

7

0

0

8以上

6

人

人

人

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

説明

3

4

認定救急救命士の養成数

説明

指標分類

1

2

5

説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

常時乗車体制の運用に向けた新規救急救命士の養成数

救急隊の増隊に向けた新規救急救命士の養成数

説明

活動
指標

実績
救急隊の増隊に向けて、新たに養成した救急救命士の人数（救急隊員に乗務している者の中から、
救急救命士法にある一定期間の業務経験のある職員を養成施設にて養成します。）

新たに養成した認定救急救命士の人数（救急救命士の有資格者の中から、高度な処置が行える認
定を取得するため、医療機関等において養成します。）

目標

目標

実績

目標

実績

81,718

8,131

8以上

7

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①救急救命士の常時乗車体制の運用に向けた新規救急救命士の養成については、試験により選考した養成中の職員が個人的な
事情により退職したため目標人員には達しませんでした。今後は、養成前における対象職員への面談や実技を含む専門的教育を
より細やかに行うことで対策とします。（養成数：６人・目標値７人）
②高度な救命処置が行える認定救急救命士の養成について、７人を養成しました。新型コロナウイルス感染症の感染拡大により病
院の手術室での実習を行えない期間があったため、目標人数に達しませんでした。今後は研修先である医療機関と調整を行い目
標達成に向け取り組みます。（養成数：７人、目標値８人）

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

7

7

7

6

0

0

8,131

-

67,235

59,690

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-55,913

0 0 -

8,330 8,330 8,330

-59,079 59,690 58,882

0

8,156 8,156

-

-

0 0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標

実績

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

常時乗車体制の確保に向けて、新たに養成した救急救命士の人数（救急隊員に乗務している者の
中から、救急救命士法にある一定期間の業務経験のある職員を養成施設にて養成します。）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

7

6

目標

実績

60,09167,212

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

活動
指標

6

23以上

予決算
（単位：
千円）

50,045 51,785

0

単位

0

8以上

12

R2年度

58,882

0

59,690 55,913

8,306 8,306 8,306

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

平成２８年度から、これまで年間５人の新規救急救命士の養成を年間７人に増員したため、救急救命士の常時乗車体制の確保に
向けてその効果は上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、令和２年は全国的に救急件数が減少しましたが、令和３年に増加したことから、今
後も救急需要の動向を注視していく必要があります。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

平成２８年度から、これまで年間５人の新規救急救命士の養成を年間７人に増員したため、救急救命士の
常時乗車体制の確保に向けてその効果は徐々に上がっており、医療供給体制の充実・強化に貢献してい
ます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

近郊の新規救急救命士養成施設の年間養成数には定員があり、他都市の養成人数の関係から増員は困難です。また本市単独で
養成所を保有することは費用対効果の観点からも妥当ではありません。認定救命士の養成についても、教育する医師の数や施設
の対応人数等の観点からこれ以上の事業拡大は困難です。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

救急件数は再び増加し、高齢者の占める割合も増加していることから、救急現場において救急救命処置を必要とするニーズは薄れ
ていないと言え、救急救命士は必要不可欠です。今後も継続的に救急救命士及び認定救急救命士の養成を実施していく必要があ
ります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

H27年度：退職者等の状況を鑑みた、常時乗車体制の早期実現に向けた迅速化について検討し、関係機関と調整等を行いました。
（新規救急救命士の養成数　平成２８年度以降年間５人→７人）

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

本市で養成所を保有することは費用対効果の観点からも妥当ではありません。また、過去に長期的な予算
の平準化の観点から計画的な養成数を算定しました。認定救命士の養成についても、研修職員のワクチン
接種を条件として研修先の確保に向け取組みましたが、教育する医師の数や施設の対応人数等の制限か
らこれ以上の事業拡大は困難であり、総合的に判断して現状の養成数のまま事業を継続します。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

246,472

0

0

137,047

109,425

237,459

273,234

256,472204,501

-

-

事務事業

2

54.5

265,801

68,733

315,205 308,492 309,028

市民

優秀な学生を確保し、適切な教育を行うことで、高度化・専門化する医療や多様化するニーズに対応できる質の高い看護人材の育
成を図ります。また、育成した看護人材の市内医療機関への就職率の向上を図ります。

①本学の魅力を高める取組の充実・強化による優秀な学生の確保
②看護に関する高度な知識と技術の教授・研究による医療の高度化・専門化や多様化する看護ニーズに対応できる人材の育成

①本学の魅力を高める取組の充実・強化による優秀な学生の確保
②看護に関する高度の知識と技術の教授・研究により、医療の高度化・専門化や多様化する看護ニーズに対応できる人材の育成
③激変する社会情勢に対応するための本学のあり方の検討

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

7.74 8.09 8.66 7.79

304,607330,082

事務事業コード

10601090

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

409930 健康福祉局市立看護短期大学事務局総務学生課

事務事業名 政策体系別計画の記載

市立看護短期大学の管理運営 無

事業開始年度

―

実施形態 ☑

教育基本法、学校教育法ほか

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

236,472

0

0

137,047

99,425

200,243

-

-

-

-

-

0 0

2

1.9

100

97.8

59.1

61.8

倍

％

％

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4

市内医療機関への就職率

説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

一般選抜の受験倍率

看護師国家試験の合格率

説明

成果
指標

実績本学学生の看護師国家試験の現役合格率

本学卒業生の市内医療機関への就職率

目標

目標

実績

目標

実績

302,030

65,558

61.9

61.6

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①4年制大学の開学に伴い、短期大学の学生募集については停止しました。
②●新型コロナウィルスの感染拡大を受けて、対面授業が困難な状況の中、オンライン授業を実施しました。新たな教育サービス
の仕組の構築、ＩＣＴ機器・環境の増強・強化、オンライン授業ヘルプデスクの設置等を行いました。また、感染対策を徹底した上での
後期から一部対面授業を再開し、オンライン授業との併用を行いました。●本学教員11名の研究が科研費事業に採択され、高度な
看護研究等を行っています。●看護師国家試験の合格率は97.3％、市内医療機関への就職率は61.6％でした。
③令和4年度の4年制看護大学開学を見据えた新たな組織運営、新システム導入の検討、校舎の改修計画等、具体的な取組を行
いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2

1.9

－

－

100

97.3

65,558

-

306,192

105,425

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-101,470

136,508 138,300 -

73,610 73,610 73,610

-100,951 119,425 95,347

137,047

68,733 68,733

-

-

137,047 141,538

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

本学一般受験選抜の受験倍率

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

0

2.9

100

目標

実績

280,628307,257

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

成果
指標

93.5

59.1

予決算
（単位：
千円）

230,997 214,608

100

単位

93.2

59.1

58.9

R2年度

233,647

0

242,472 243,008

66,020 66,020 66,020

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

学生に対し引続き高い水準の教育を提供するとともに、3年生については、看護師国家資格の取得、本学の卒業、そして、市内医療
機関における看護人材のニーズに応えることによる市民サービスの向上に努めています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

国及び神奈川県で公表されました２０２５年における神奈川県の看護職員需給推計において、約１万８千～３万９千人の看護職員の
不足が推計されています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

看護人材を求める市立病院をはじめとする市内医療機関に対して、本学卒業生を送り出すことにより、市民
への看護・医療サービスの提供等、本市施策に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

法令の規定に基づき設置された短期大学でありますが、様々な創意工夫を行うことにより、可能な限りの効率化を図ります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

4年制大学の開学に伴い、短期大学の学生募集を停止しました。今後は閉学を見据えた短期大学の着実な運営を行う必要があるこ
とから、短大生に対する適切な教育と学生支援の実施、閉学に関する諸手続きの着実な推進を行うとともに、大学運営と一体となっ
た短期大学の適切な運営が求められます。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R2年度：コロナ禍によるＩＣＴ機器の活用、オンライン環境の強化、オンライン授業受講のための操作方法等の相談業務の実施等を
行うことで、授業、演習等のオンライン化の強化を図りました。オンラインによる授業、演習等の教育サービスの配信と対面による授
業、実習等の併用を行い、学生目線に立った教育を実施することで、看護人材の育成を図りました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

本学は令和6年3月末で閉学となりますが、引続き高い水準の教育を確保し、より高度化・専門化した看護・
医療や多様なニーズに応えられる資質ある看護人材を育成し、併せて、看護師資格の取得、市内医療機関
へ安定的な看護人材の供給等、市民サービスの向上を図ります。また、今後も平成31年3月の本学教員の
不祥事を風化させることなく、服務規律の確保、再発防止の徹底、信頼の回復等に、継続して取り組んでま
いります。さらに、令和4年4月開学の4年制大学との一体的運営に向け、取り組んでまいります。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

8,104

0

0

2,184

5,920

8,042

20,434

8,1047,180

-

-

事務事業

2,000

20,946

13,254

21,358 21,156 20,461

市民、献血ボランティア団体　等

採血事業者が作成した献血受入れ計画の実施を確保するため関係部局と調整を行い、また、若年者層への啓発活動、集団献血の
啓発及び広報活動を行うことで、神奈川県献血推進計画に基づく川崎市献血確保目標の血液を確保し、安全な血液製剤の安定的
な供給を図ります。

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の規定に基づき、採血事業者が作成した献血受入れ計画の実施を確保するた
め関係部局と調整を行い、また、若年者層への啓発活動、集団献血の啓発及び広報活動を行っていきます。また、本市の血液対策
事業の推進について多大な貢献をしたものに対して、表彰することにより、献血思想の普及を図っていきます。

①年４回の献血キャンペーン期間を中心とした啓発・広報活動の実施
②若年層への献血知識の啓発活動の実施
③血液対策協議会の運営（年１回）
④血液対策協議会推進功労者の表彰

施　　策 医療供給体制の充実・強化

直接目標

1.65 1.56 1.57 1.54

20,39721,449

事務事業コード

10601100

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

408300 健康福祉局保健所医事・薬事課

事務事業名 政策体系別計画の記載

血液対策事業 無

事業開始年度

―

実施形態 □

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律　川崎市血液対策センター条例　川崎市血液対策事業推進功労者表彰要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

8,104

0

0

2,184

5,920

6,970

-

-

-

-

-

0 0

2,000

2,060

90

105

枚

％

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

献血啓発ポスターの送付枚数

神奈川県献血推進計画に基づく川崎市献血確保目標

説明

実績神奈川県献血推進計画を実施するために設定された川崎市における献血確保の目標値です。

目標

目標

実績

目標

実績

22,080

13,976

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①年４回の献血キャンペーン期間を中心とした啓発・広報活動の実施し、ポスター以外にも２６，０００個以上の啓発資材の配布をし
ました。
②若年層への献血知識の啓発活動の実施として、日本赤十字神奈川血液センター及び川崎フロンターレと実施する献血推進イベ
ントを実施するとともに、新成人へ郵送される市広報物へ献血啓発広報を掲載しました。
③血液対策協議会の運営をしました。（年１回）
④血液対策協議会推進功労者の表彰を実施しました（表彰式は中止）。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2,000

2,400

2,000

2,401

90

110

13,976

-

21,296

5,920

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-5,153

1,577 2,581 -

13,345 13,345 13,345

-6,465 5,920 5,476

2,184

13,254 13,254

-

-

2,184 2,256

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ ☑

献血について市民に理解を深めてもうらうための献血啓発ポスターの施設等への送付枚数です。

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

2,150

90

目標

実績

19,60621,402

市民の健康を守る

いつでも安心して適切な医療が受けられる環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

成果
指標

99.9

予決算
（単位：
千円）

7,052 6,554

90

単位

104.6

R2年度

8,057

0

8,104 7,409

13,052 13,052 13,052

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

成果指標も順調に達成しています。また、今後も輸血用血液は必要となることから継続的な啓発の必要があります。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

高齢化の進展により、全国的に将来の血液需要の逼迫が予測されており、企業やボランティア団体等による集団献血の推進や若
年層における献血推進が課題になっています。また、新型コロナウイルス感染症の影響により企業や団体で実施していた集団献血
が中止になることが増えており、４００ｍＬ献血の供給に懸念が生じられています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度 献血の啓発をすることで、輸血用血液等の確保を支援し、医療供給体制の充実・強化に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

献血推進イベントを日本赤十字社及び川崎フロンターレと開催することでコストを抑えながら、大規模な献血の広報を行いました。血
液対策協議会の活動の活性化及び多様化を図るとともに、協議会委員の協力、ボランティア団体等の各種団体の協力を得ることで
業務の改善が見込まれます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

輸血用血液は、人工的に造ることができず、長期間の保存もできません。また、１人あたり年間の献血回数や献血量には上限があ
るため、血液が必要な方に安定的に血液を供給するには、多くの方の日常的な協力が必要となります。そのためには、献血に関す
る正しい知識の広報を継続的に行っていく必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

令和2年度：川崎市血液対策協議会と地区血液対策協議会を統合し、協議の効率化をしました。
平成27年度：小規模な集団献血を推進するための啓発活動を開始しました。
平成23年度：若年層の献血協力を推進するため、献血を呼びかけるイベントを川崎フロンターレ及び日本赤十字社神奈川県赤十字
血液センターとの３者主催開催を開始しました。
平成21年度：継続的な集団献血推進を図るため、川崎市血液対策事業推進功労者表彰対象者の見直しを行いました。

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を行い、必要な血液の確保のために、神奈川県、日本赤十字
社、ボランティア団体等各種団体と連携を図り、多種多様な献血の啓発・広報活動を実施していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

11,165,875

1

10,850,681 13,189,626

6,576,431 6,576,431 6,576,431

1,481,000 3,219,900

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

10,135,186 12,176,700

18,753,13117,705,350

市民の健康を守る

誰もが安心して暮らせる公的医療を提供する

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

1

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

738,740

8,630,419

6,043,205 6,043,205

-

-

8,630,987 8,955,911

6,064,520

-

16,142,196

738,693

771,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-738,499

8,588,370 8,486,872 -

6,539,475 6,539,475 6,539,475

-739,620 738,693

15,935,273

6,064,520

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

実施形態 ☑

川崎市病院事業の設置等に関する条例

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

かわさき強靱化計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,自殺対策総合推進計画,かわさき保健医療プラン,情報化推進プラン,男女平等
推進行動計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(10)公営企業の経営改善

9,870,753

1

638,000

8,458,377

774,375

9,473,771

-

-

-

-

-

1 275,316

事務事業コード

10602010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

833110 川崎病院事務局庶務課

事務事業名 政策体系別計画の記載

川崎病院の運営 有

事業開始年度

―

15,538,291

6,043,205

16,574,067 17,427,112 19,766,057

市民・患者

誰もが安全・安心な医療サービスを安定的かつ継続的に提供することで、市民に信頼される市立病院の運営を図ります。

高度・特殊・急性期医療、救急医療を中心に、小児から成人・高齢者・妊産婦等の医療を提供するとともに、精神科救急医療の基幹
病院として精神科救急患者（二次、三次）の受入れを行います。また、市内唯一の感染症病床における二類感染症患者の受入れ、
災害拠点病院としての役割を担うほか、臨床研修指定病院として医師の育成を行うなど、地域医療水準の向上にも寄与していま
す。

①医療機能再編整備の工事着手
②救命救急センターの運営と効率的な受入体制整備の推進（救急患者受入数:29,800人以上）
③再編整備と連動したスマート化の推進（防災機能強化・中長期保全・省エネ改修）
④精神科救急医療の安定的な提供（精神保健指定医数:3人以上）
⑤地域医療支援病院の運営と連携の推進（紹介率:50％以上、逆紹介率:70％以上）
⑥がん診療連携指定病院の運営と機能の強化（がん登録数(報告値):1,350件以上）
⑦がん検診の充実
⑧PET－CTの運用（運用件数:1,100件）
⑨がん相談支援センター等のがん診療連携指定病院機能の安定的運営（がん相談件数:300人以上）

施　　策 信頼される市立病院の運営

直接目標

716 711.3 769.35 775.98

16,674,66117,194,588

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

11 川崎病院におけるスマート化の推進

1

1,286,000 1,940,262

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

10,530,862

1

1,238,000

8,554,168

738,693

10,098,991

15,892,450

10,655,1139,849,245

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

説明

活動
指標

活動
指標

46

88

30

単位

46

88.5

90.1

80.2

9

30

目標

実績

68

R3年度R2年度R1年度

78.8外来患者満足度

市民の健康増進や医療・介護知識の習得などを目的とした、市民向け公開講座の開催回数

市立病院で実施している外来患者の満足度調査（有効回答数概ね300）において、満足～不満足の
５段階のうち、満足（満足＋やや満足）と回答した人の割合

紹介患者数 目標 12,000 12,100 12,200 12,300

地域の他の医療機関から紹介されて川崎病院を受診した患者数 実績 12,305 11,772

目標 97.9 98.1 98.1 98.1

救急自動車により搬送される３次救急患者の応需率（受入件数／受入要請数） 実績

89.3

90.4

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①医療機能再編整備基本計画に基づき、救命救急センター棟の新築の基本設計及び実施設計、既存棟の改修の実施設計に着手
しました。
②救命救急センターの運営と効率的な受入体制整備の推進については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大時には、その対応
のために、三次救急応需率が50％台まで落ち込むなど、患者の受入れに支障を来たしました（三次救急応需率：86.0％）。一方、新
型コロナウイルス感染症の影響による小児急患件数の激減や受入要請数の減少、新型コロナウイルス感染症患者の受入体制確
保のため、救命救急センター病棟の一部又は全部をコロナ病床としたことなどにより、救急患者受入数の目標値は達成できません
でしたが、昨年度と比較して受入数は2,327人増加しました。（救急患者受入数：17,637人）。
③再編整備と連動したスマート化の推進については、医療機能再編整備基本計画に基づき、エネルギー棟・給水ポンプ棟の工事を
進めるとともに、救命救急センター棟の新築及び既存棟の改修の実施設計を進めました。また、新型コロナウイルス感染患者受入
病棟である感染症病棟と救命救急センター病棟、産科病棟にかわさきWi-Fiを整備しました。また、エネルギー消費削減のため、令
和４年度にLED照明導入・更新を目指し、設計に着手しました。
④精神科救急医療の安定的な提供のため、精神保健指定医数3人以上を維持し、目標値を達成しました。
⑤地域医療支援病院の運営と連携の推進について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う受診控えにより、上半期は紹介
患者、逆紹介患者とも減少しましたが、10月以降は令和元年度の値まで回復するとともに（紹介患者数：11,420人）、紹介率・逆紹介
率においては、目標値を大幅に上回って達成し、地域医療支援病院の指定要件を維持しました（紹介率：70.2%、逆紹介率：
106.1%）。
⑥がん診療連携指定病院の運営と機能の強化については、地域連携クリティカルパスの連携クリニックを増やすなど運用を拡大
し、地域のクリニックと連携したがん診療を推進した結果、がん登録数は目標値を大幅に上回って達成しました（がん登録数：(報告
値）1,580件）。また、高精度放射線治療システムを導入するなど、がん診療体制の充実に努めた結果、地域がん診療拠点病院の指
定を受けました（令和4年4月1日に指定）。
⑦がん検診の充実については、胃がん内視鏡検診枠（週49枠）を新たに確保し、広報誌「くすの木」で受診の啓発を行い、広報を強
化しましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う受診控え等により、がん検診受診者数は3,799人でした。
⑧PET－CTの運用については、地域の医療機関への広報強化などによる共同利用の推進に努めた結果、前年度と比較して約2割
件数が増加しましたが、目標値を達成することはできませんでした（運用件数：1,029件）。今後も、継続的に医療機関訪問等を実施
し、病院・診療所との連携を進め、広報等を通して地域におけるPET-CTの共同利用を推進していきます。
⑨がん相談については、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐため、オンライン形式によるがん患者サロンを開催しました（がん相
談件数：310人）。

その他、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、積極的に専用病床の整備・拡充を行い、延4,819人の陽性患者の入院受
入れを行うとともに、発熱者専用の外来を設置して感染疑いの患者に対応したほか、感染有無の確認のための院内検査体制の拡
充など、誰もが安心して暮らせる公的医療を提供するために取り組みました。また、令和３年８月に認知症疾患医療センターを開設
し、認知症に関する早期発見・早期治療、本人や家族に対する相談支援等を行う体制を強化しました。

6

7

6

5

30

42

a．事例はない
b．事例がある

実績災害派遣医療チームの在籍隊員数（研修修了者）

市立病院で実施している入院患者の満足度調査（有効回答数概ね300）において、満足～不満足の
５段階のうち、満足（満足＋やや満足）と回答した人の割合

目標

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

98.6

76.2

目標

実績

目標

実績

人
28 29

11,420

三次救急応需率

R3年度：川崎市立病院経営計画2022-2023を策定し、計画期間内（Ｒ4-5）における経営形態の現状維持等を確認しました。
R1年度：駐車場を貸し付け方式により民営化しました。
H29年度：川崎市立川崎病院医療機能再編整備基本計画を策定し、拡充する機能、規模、配置など計画をとりまとめました。
H28年度：川崎市立川崎病院医療機能再編整備基本構想を策定し、医療機能再編整備の基本的な考え方をとりまとめました。
H27年度：川崎市立病院中期経営計画2016-2020を策定し、計画期間内（H28-R2）における経営形態の現状維持等を確認するとと
もに、医療機能再編整備の検討を進めることとしました。
H26年度：市立川崎病院におけるスマート化の基本方針を策定し、今後の医療需要の増加に対応する医療機能再編整備の検討を
進めることとしました。

成果
指標

97.4 94.8 86

目標 28

25 17 28 24

6
成果
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

7
成果
指標

説明

3

4
成果
指標

説明

入院患者満足度

説明

指標分類

1

2

5

説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市民公開講座開催数

災害派遣医療チームの隊員数（市DMAT）

説明

成果
指標

精神科救急患者受入数（二次・三次救急）

説明

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

9,767

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

社会保障制度改革が進められる中、医療分野においては、患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療
と介護の間の連携を通じた、より効果的・効率的な医療提供体制の構築が求められています。
公立病院の役割として、新興感染症発生・流行時における感染患者の適切な受入れが求められています。

【市民のニーズ】高齢社会の進展に伴い、今後ますます医療需要が高まることが予想されています。
【市が実施する必要性】提供する医療機能のうち、三次救急医療、精神科救急医療、感染症等の政策的医療・不採算医療について
は、民間医療機関の担い手が限られる中、引き続き公立病院として担っていく必要があります。

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

%

81.7

69.3

6

7

30

42

89.3

88.4

81.7

69.3

人

%

29

精神科救急医療体制により受入れた患者数 実績

回

%

人

6

86.6



改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

・地域で求められる医療を継続的かつ安定的に提供していくとともに、地域医療支援病院、がん診療連携指
定病院としての役割を果たすため、さらに機能を充実していきます。今後も、継続的に医療機関訪問等を実
施し、病院・診療所との連携を進め、広報等を通して、紹介・逆紹介や地域におけるPET-CTの共同利用を
推進していきます。
・入院患者満足度の向上については、患者が入院生活を快適に過ごせるよう、入院病棟にWi-Ｆｉ設備を整
備していきます。
・外来患者満足度の向上について、地域のなかで川崎病院は診るべき外来患者を明確にしながら外来患
者数の適正化に取り組むなど、外来待ち時間の短縮に取り組みます。また、令和2年度に全科に導入した
患者のスマートフォンから診察順番が確認できるアプリの利用を促進するため、広報活動等を強化していき
ます。
・市民公開講座、がん患者サロン、医療従事者を対象とした症例検討会等は、オンライン形式を含め新型コ
ロナウイルス感染症に配慮した開催手法について引き続き検討していきます。
・リハビリテーションの医療ニーズに応えるために必要となる療法士の体制を更に強化し、入院患者に対す
るリハビリテーションの早期介入と充実を図ることで、早期回復や円滑な在宅復帰を支援します。
・薬物療法の有効性・安全性の向上や、医師・看護師等のタスクシフティングを推進するため、病棟薬剤師
の配置を進めていきます。 
・救急患者受入数の減少に対しては、今後も川崎病院における高い三次救急応需率を維持しながら、医療
人材の安定的な確保や、直営２病院間における応援体制の充実、川崎病院医療機能再編整備による救急
機能の強化など、更なる応需率の向上に取り組みます。
・精神科救急患者受入数については、今後も患者の受入れが円滑にできるよう運用を続け、病病連携の促
進、県精神科救急体制との調整等を進めていきます。
・超高齢社会に向けた医療機能の強化・拡充など、医療機能再編整備を着実に推進していきます。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

・多くの成果指標が目標値に至らなかったものの、三次救急医療、感染症医療、精神科救急など、公立病
院に求められる政策的医療等を継続的に実施し、市民に信頼される市立病院の運営を行うなど、施策に対
して貢献しました。
・新型コロナウイルス感染症への対応においては、市立病院の責務として役割を積極的に果たしていくた
め、必要な医療従事者や病床、資機材等を確保しながら、院内感染対策の徹底に取り組み、感染患者の受
入要請等に適切に対応しました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

【民間の活用】令和元年度に民営化した病院駐車場について、運営事業者を公募型プロポーザル方式により新たに選定し、民間ノ
ウハウを活用して機器及び看板サインの更新を行いました。
【事業手法等の見直し・質の向上】令和3年度は調剤支援システムの入札を保守契約との合同で行い、調達・ランニング両面で経費
の削減を図りました。引き続き合同入札の対象拡大等、事業手法の見直し等による質の向上に取り組みます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

・市民公開講座開催数については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため院内での開催を中止し、WEB及びデジタル
サイネージによる開催等に切り替えましたが、新型コロナウイルス感染症対応のため、講演を実施する医師・看護師を確保できな
かったことにより目標値を達成できませんでした。
・入院患者満足度については食事の「おいしさ」や「献立」が評価されたことから、目標値を達成しましたが、外来患者満足度につい
ては、依然として待ち時間の長さに対する不満が多いことから、目標値を達成できませんでした。
・三次救急応需率については、新型コロナウイルス感染症患者対応のため救急病棟縮小等を行ったため、目標を下回ったものの可
能な限り患者を受け入れており、市の基幹病院としての役割を果たしました。
・精神科救急患者受入数（二次・三次救急）については、4県市協調体制の精神科救急システムを経由した入院であるため、当院の
みでコントロールができるものではありません。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 1

341,000 292,038

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

4,724,959

1

116,000

4,161,292

447,666

4,729,336

8,967,159

4,989,1144,865,035

-

-

事務事業

8,496,933

4,102,124

8,827,083 9,216,952 10,139,601

市民・患者

誰もが安全・安心な医療サービスを安定的かつ継続的に提供することで、市民に信頼される市立病院の運営を図ります。

南部地域の中核病院・地域がん診療連携拠点病院として、増大するがん等の成人疾患医療、救急医療、緩和ケア医療を担うほか、
市内唯一の結核病床を有する病院として、結核患者への透析の対応も行っています。また、臨床研修指定病院等として医師の育成
を行うなど、地域医療水準の向上にも寄与しています。

①救急医療の充実に向けた取組の推進（救急患者受入数：9,200人以上）
②手術支援ロボット、内視鏡下治療、化学療法の充実によるがん診療の推進（がん登録数(報告値)：1,300件以上）
③がん検診及び人間ドックの充実
④緩和ケアの継続的な提供（緩和ケア患者受入数：552人以上）
⑤川崎病院とのがん診療に関わる連携強化
⑥地域包括ケア病棟の活用と、回復期機能の充実（地域包括ケア病棟稼働率：85%以上）
⑦地域医療機関との連携による機能分化の推進
⑧在宅復帰・在宅療養支援の充実（訪問診療件数：1,700人以上）

施　　策 信頼される市立病院の運営

直接目標

470.18 482.83 480.78 498.86

8,813,5599,075,744

事務事業コード

10602020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

835110 井田病院事務局庶務課

事務事業名 政策体系別計画の記載

井田病院の運営 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

川崎市病院事業の設置等に関する条例

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,自殺対策総合推進計画,かわさき保健医療プラン,情報化推進プラン,男女平等推進行動計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

5,130,056

1

518,000

4,128,046

484,009

4,514,508

-

-

-

-

-

1 1

9,112,481

3,982,425

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

3,982,425

-

8,831,460

447,666

356,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-447,666

3,924,143 4,228,792 -

4,086,630 4,086,630 4,086,630

-449,192 447,666 447,967

4,200,447

4,102,124 4,102,124

-

-

4,200,446 4,364,595

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

1

9,704,4889,055,428

市民の健康を守る

誰もが安心して暮らせる公的医療を提供する

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

予決算
（単位：
千円）

4,726,929 5,476,649

R2年度

4,968,798

1

4,989,113 5,911,762

4,227,839 4,227,839 4,227,839

341,000 1,099,500



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

12

90.5

件

82.6

87.3

12

8

22

0

91.3

89.6

82.6

85.2

人

%

回

%

回

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

社会保障制度改革が進められる中、医療分野においては、患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療
と介護の間の連携を通じた、より効果的・効率的な医療提供体制の構築が求められています。
公立病院の役割として、新興感染症発生・流行時における感染患者の適切な受入れが求められています。

【市民のニーズ】高齢社会の進展や感染症への対応などに伴い、今後ますます医療需要が高まることが予想されています。
【市が実施する必要性】提供する医療機能のうち、救急、感染症等の政策的医療・不採算医療については、民間医療機関の担い手
が限られる中、引き続き公立病院として担っていく必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

5,648

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

6
成果
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

説明

3

4
成果
指標

説明

入院患者満足度

説明

指標分類

1

2

5

説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市民公開講座等開催数

がんサロン開催数

説明

成果
指標

5,135

内視鏡治療件数

R3年度：効率的な診療体制を構築するため、井田病院の血液内科の医師を川崎病院に集約しました。また、川崎市立病院経営計
画2022-2023を策定し、計画期間内（Ｒ4-5）における経営形態の現状維持等を確認しました。
H29年度：効率的な診療体制を構築するため、井田病院の脳神経外科及び呼吸器外科の医師を川崎病院に集約しました。井田病
院では、川崎病院との兼務体制により、外来診療を継続することとしました。また、駐車場を貸し付け方式により民営化し、有料化し
ました。
H27年度：川崎市立病院中期経営計画2016-2020を策定し、計画期間内（H28-R2）における経営形態の現状維持等を確認しました。
H26年度：新棟の全面開院に合わせた強化をしました。（救急センター、内視鏡センター、化学療法センターなど）
H24年度：新棟の一部開院に合わせた医療機能の強化をしました。（病棟機能の全面移転による病床再編、外来スペースの集約）
H21年度：再編整備計画の策定による医療機能の見直しをしました。（工事期間における計画）

成果
指標

758 625 620

a．事例はない
b．事例がある

実績
がん患者とその家族が、診察室以外の場所で、日常の悩みの相談など自由に語れる場所であるが
んサロンの開催数

市立病院で実施している入院患者の満足度調査（有効回答数概ね300）において、満足～不満足の
５段階のうち、満足（満足＋やや満足）と回答した人の割合

目標

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

745

82.4

目標

実績

目標

実績

目標 703 711 720 720

内視鏡により治療を行った件数 実績

91.3

92.7

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①救急医療の充実に向けた取組の推進については、近隣の消防署との会議を4回実施し、救急患者の円滑な受入れのための情報
交換を行った結果、救急自動車搬送受入数が増加しました。しかし、新型コロナウイルス感染症の第４波及び第５波により、救急病
床を新型コロナウイルス感染症病床に変更し、救急患者の受入れを制限したことや、他病院から派遣されていた非常勤救急医の派
遣が停止されたことにより、救急診療体制が低下した期間があったことなどが影響し、救急患者受入数の目標値は達成できません
でしたが、昨年度と比較して受入数は711人増加しました。（救急患者受入数：7,964人）。
②がん診療の推進については、ロボット支援下での新たな術式（膀胱全摘術）や、周囲の臓器に影響を及ぼさず、高い精度で病巣
のみを治療することができる高精度放射線治療システムを導入するなど、診療内容の充実を図りましたが、新型コロナウイルス感
染症の影響による患者数の減少等により、登録の対象となるがん患者が減少したことにより、目標値を達成できませんでした（がん
登録数(報告値)：1,254件）。
③がん検診及び人間ドックの充実については、川崎病院でPET－CT検査を受けられるメニューについて、広報の強化に取り組みま
したが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う検診控え等により、がん検診受診者数は5,573人でした。
④緩和ケアの継続的な提供については、患者やその家族に対し、外来・入院・在宅と切れ目のない緩和ケアを提供しました。新型コ
ロナウイルス感染症の感染拡大に伴う受診控えや面会制限等により、入院を控え自宅での療養を選択する患者や患者家族が多
かったため、上半期は伸び悩みましたが、緊急事態宣言が終了した下半期は前年比増が続き、ほぼ目標値を達成しました（緩和ケ
ア患者受入数：546人）。今後もスクリーニングの強化や多職種への周知、リンクナースの協力を得て、介入件数が増加するように努
め、受入数確保に取り組んでいきます。
⑤川崎病院とのがん診療に関わる連携強化については、川崎病院にあるPET-CTの共同利用など、市立病院間での連携を強化
し、充実に努めました。
⑥地域包括ケア病棟の活用については、新型コロナウイルス感染症の影響による病棟閉鎖で入院患者数が減少し、病棟稼働率は
減少しましたが、稼働率改善に向けて、院内の多職種で対象となる患者に関する情報収集及び情報共有を行い、院内外からの受
入を積極的に進めるとともに、大腸ポリープ切除目的の患者等、在宅復帰率の向上に繋がる患者についても、受入を増やしていき
ます（地域包括ケア病棟稼働率：66.8%）。
⑦地域医療機関との連携による機能分化の推進については、地域連携の会に代わる病院の取組を紹介する動画の作成や各診療
科部長との開業医同行訪問等により地域の医療機関との連携強化に努めました。
⑧在宅復帰・在宅療養支援の充実については、医療依存度の高い患者に対し、在宅診療、訪問看護を行い、在宅療養後方支援病
院として地域の往診医からの要請に基づき、救急診療や入院等について24時間対応できる体制を維持しましたが、昨年に続き新型
コロナウイルス感染症の影響による入院患者数の減少に伴い、在宅移行患者も減少し目標値の達成はできませんでした（訪問診
療件数：1,214人）。引き続き、緩和ケア病棟と在宅部門との連携を強化し、地域包括ケア病棟の活用により在宅復帰支援につなげ
ていきます。

その他、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、市内唯一の結核病床を用途転換するなど、県下最大規模となる92床の
専用病床の整備・拡充を行い、延6,235人の陽性患者の入院受入れを行うとともに、病院の敷地にテントによる発熱者専用の外来を
設置して感染疑いの患者に対応したほか、感染有無の確認のための院内検査体制の拡充など、誰もが安心して暮らせる公的医療
を提供するために、積極的に取り組みました。また、令和3年11月25日開催の県医療審議会において災害拠点病院の指定を承認す
る旨が県知事宛てに答申されました。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により日本ＤＭＡＴ養成研修会が延期され、要件を
満たせない状況が続いていたところ、本研修の修了により神奈川県から令和4年7月1日に大規模災害時の医療救護活動の拠点と
なる災害拠点病院として指定を受けました（令和4年7月1日に指定）。

12

13

12

12

22

0

紹介患者数 目標 6,230 6,350 6,470 6,590

地域の他の医療機関から紹介されて井田病院を受診した患者数 実績 6,687 6,589

市民の健康増進や医療・介護知識の習得などを目的とした、市民向け公開講座や出前講座の開催
回数

市立病院で実施している外来患者の満足度調査（有効回答数概ね300）において、満足～不満足の
５段階のうち、満足（満足＋やや満足）と回答した人の割合

82.3

13

22

目標

実績

84.4

R3年度R2年度R1年度

82外来患者満足度

説明

活動
指標

活動
指標

23

90.7

22

単位

20

91

93.1



改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

・成果指標のうち、外来患者満足度及び入院患者満足度は目標値を達成しました。
・市民公開講座等開催数については、新型コロナウイルス感染症対策として事業手法の見直し等を行い、目標値を達成しましたが、
がんサロンについては、新型コロナウイルス感染症の影響で院内での開催ができなかったため、目標値を達成できませんでした。
・紹介患者数及び内視鏡治療件数については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う受診控えにより、目標値を達成できま
せんでした。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

・多くの指標が目標達成に至らなかったものの、救急医療や感染症医療など、公立病院として求められる政
策的医療等を継続的に提供するとともに、緩和ケアをはじめとしたがん診療や地域包括ケア病棟の運営、
在宅療養後方支援病院の取組など、地域のニーズを踏まえた医療を提供しました。
・市民公開講座やがんサロン、医療従事者を対象とした症例検討会等は、新型コロナウイルス感染症の影
響により院内での開催回数が減少しましたが、高齢者福祉施設等を対象とした感染対策出前講座を実施
し、市民の意識啓発や地域と連携した感染症対策を推進しました。
・新型コロナウイルス感染症への対応においては、市立病院の責務として、役割を積極的に果たしていくた
め、必要な医療従事者や病床、資機材等を確保しながら、院内感染対策の徹底に取り組み、感染患者の受
入要請等に適切に対応しました。

効率性

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

【事業手法等の見直し・質の向上】川崎病院と物品共用プロジェクトを立ち上げ、調達経費の削減を図りました。引き続き、仕様の精
査等を行うことにより一層のコスト削減に取り組むとともに、収益の確保、患者サービス向上の取組を推進していきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

c

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

・引き続き公立病院として、感染症対策など市民に信頼される医療を提供するとともに、今年度達成できな
かった指標については、改善を図りながら取組を進めていきます。
・患者満足度については、引き続き高水準を維持するため、調査において満足度が比較的低かった「待ち
時間（外来）」や「食事（入院）」等の項目での取組を重点的に検討していきます。
・紹介患者数については、クリニック訪問や地域の医療従事者を対象とした研修会等の開催など、これまで
の取組に加えて在宅療養後方支援病院としての取組の強化に努めます。
・市民公開講座やがんサロン、医療従事者を対象とした症例検討会等は、オンライン及び録画配信を含め
新型コロナウイルス感染症に配慮した開催手法にて実施していきます。
・救急患者受入数については、今後も新型コロナウイルス感染症患者への対応と通常救急医療を両立しな
がら、受入数確保に取り組んでいきます。
・内視鏡治療件数については、引き続き市民公開講座や出前講座等による啓発活動に積極的に取り組み、
治療件数確保に取り組んでいきます。



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

9 多摩病院の効率的な運営

0

166,000 146,700

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

839,726

0

150,000

179,828

509,898

865,877

885,857

856,806870,309

-

-

事務事業

2

778,616

15,548

855,274 882,316 908,922

市民・患者

誰もが安全・安心な医療サービスを安定的かつ継続的に提供することで、市民に信頼される市立病院の運営を図ります。

指定管理者制度を導入し、民間活力を活かした効果的かつ効率的な病院運営を行います。
基本的医療機能として、救急医療、小児救急医療、災害時医療を中心に、小児から成人、高齢者・妊産婦等への医療の提供を行い
ます。また、救急及び急性期医療を軸とする中核病院としての役割が果たせるよう、さらには市立病院として適切な運営が行えるよ
う、指定管理者（聖マリアンナ医科大学）への指導・管理を行います。

①指定管理者制度を活用した効率的な病院運営の推進
②外部有識者等第三者による病院の管理運営状況の適正な審議
（市立病院運営委員会における審議：年2回、　モニター会議を通じた患者サービス向上に関する意見要望等の聴取：年１回）
③市北部地域の中核病院として、救急及び急性期医療を中心とする良質な医療を安定的に提供する取組の推進　
（救急患者受入数：13,000人以上）
④長寿命化に向けた適切な施設維持の実施、医療需要に基づく的確な医療機器更新の推進

施　　策 信頼される市立病院の運営

直接目標

1.85 1.83 1.83 1.83

843,941872,361

事務事業コード

10602030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

832000 病院局経営企画室

事務事業名 政策体系別計画の記載

多摩病院の運営管理 有

事業開始年度

平成17年度

実施形態 □

川崎市病院事業の設置等に関する条例

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

かわさき強靱化計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(10)公営企業の経営改善

827,660

0

137,000

180,341

510,319

762,946

-

-

-

-

-

0 0

2

4
回

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

指標分類

1

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

 多摩病院運営協議会等の開催回数

説明

843,330

15,670

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①指定管理者制度を活用した効率的な病院運営の推進については、電話やメール、場合によっては直接多摩病院に赴き、各種必
要な情報を適切に伝達するとともに、指定管理者と課題や問題点等について協議し、調整及び解決を図り、適切に病院運営を推進
しました。
②外部有識者等第三者による病院の管理運営状況に対する意見聴取については、市立病院運営委員会における審議を5回、モニ
ター会議を通じた意見聴取を1回実施しました。
③市北部地域の中核病院として、救急及び急性期医療を中心とする良質な医療を安定的に提供する取組の推進については、24時
間365日の救急医療・小児救急医療等を実施しました。救急患者受入数については、救急災害医療センターや一般病床の一部を利
用した新型コロナウイルス感染症患者受入体制の確保、新型コロナウイルス感染症の影響による救急要請件数の減少などにより、
目標値は達成できませんでしたが、昨年度と比較して受入数は687人増加しました。（救急患者受入数：8,507人）。
④長寿命化に向けた適切な施設維持の実施、医療需要に基づく的確な医療機器更新の推進については、軽易工事、建設改良工
事等を実施するとともに、CT装置等を更新しました。

その他、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、一般病床の転換による専用病床の整備・拡充を行い、延4,352人の陽性
患者の入院受入れを行うとともに、発熱者専用の外来を設置して感染疑いの患者に対応したほか、感染有無の確認のための院内
検査体制の拡充など、誰もが安心して暮らせる公的医療を提供するために、積極的に取り組みました。また、令和3年11月から手術
支援ロボットを用いた手術を開始し、高度・専門医療の更なる充実を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

2

3

2

6

15,670

-

881,425

509,898

173,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-517,382

181,734 174,270 -

15,555 15,555 15,555

-511,143 509,898 507,662

180,908

15,548 15,548

-

-

180,909 161,331

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

□ ☑ □

市立病院運営委員会における審議、モニター会議を通じた患者サービス向上に関する意見要望等
の聴取回数

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

4

目標

実績

824,700844,187

市民の健康を守る

誰もが安心して暮らせる公的医療を提供する

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

828,386 809,191

単位

R2年度

828,632

0

866,807 893,413

15,509 15,509 15,509

176,000 214,700



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

73.5

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

80

62.3

89.3

90

81.7

85.6

80

62.5

人

%

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

%

%

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

病床利用率、救急患者受入数については、新型コロナウイルス感染症患者受入体制確保のための病床休止の影響等もあり、目標
値を達成できませんでした。また、入院・外来患者満足度については、新型コロナウイルス感染症の影響等を受ける中、入院患者満
足度は、目標値を達成できませんでしたが、外来患者満足度については目標を達成することができました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

将来的に人口増加が予測されている川崎市北部地域では、特に小児を含む救急医療の確保についての市民要望がこれから益々
高まっていくことが見込まれています。そのため、北部地域の中核病院として救急・急性期医療を中心とする医療ニーズに対応し
た、質の高い安全で安心な医療サービスの提供を継続することが求められています。
公立病院の役割として、新興感染症発生・流行時における感染患者の適切な受入れが求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

・多摩病院の設立経緯が、川崎北部保健医療圏の病床数及び救急医療体制の不足に対処するため、3番
目の市立病院を整備することにあったことから、救急医療の提供は多摩病院が果たすべき最も重要な医療
機能です。勤務医不足など厳しい環境下において、開院以来、24時間365日の救急医療体制を堅持し、救
急患者を受け入れています。令和２年度は新型コロナウイルス感染症への対応により、入院患者数や外来
患者数などが大幅に減少しましたが、令和３年度は外来患者数などに回復がみられます。
・小児救急医療については、小児科第二次応需病院及び休日第二次応需病院（小児科）として、小児救急
搬送患者の受入体制を維持し、施策に対して貢献しています。
・新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う医療機関及びワクチン接種協力医療機関として施策に対
して貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

指定管理者制度は開院当初から実施済みです。現状からの更なる効率性向上を求める場合には、指定管理者の変更や民間事業
者への譲渡などの措置を講ずる必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある a

有効性

【市民のニーズ】小児救急医療、高齢化の進展による救急搬送の増加等への対応のため、北部地域の中核病院として救急・急性期
医療を中心とする医療ニーズに対応した、質の高い安全で安心な医療サービスの提供を継続することが求められています。
【市が実施する必要性】本事務事業は指定管理者制度による市立病院の運営管理であり、民間を活用した効率的な病院運営につ
いては実施済みです。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

7,820

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 24 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

説明

3

4
成果
指標

外来患者満足度

説明

2

5

説明

 入院患者満足度

成果
指標

8,507

H24年度：平成２４年４月１日から利用料金制度へ移行しました。

成果
指標

c

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

・新型コロナウイルス感染症の影響により、工事が遅れていた院内Wi-Fi整備を令和３年１１月に完了し、面
会制限下における面会機会を確保するとともに、スマートフォン等を持たない患者家族向けに、令和２年度
から継続してタブレットを活用した面会サービスを提供するなど、患者サービスの向上を図りました。
・救急患者受入数（小児救急含む）については、今後も新型コロナウイルス感染症患者への対応と通常救
急医療を両立しながら、受入数確保に取り組みます。
・各種健診等の受入れやイベント等について、感染状況に応じて適切に対応するとともに、神奈川モデルに
おける重点医療機関として、新型コロナウイルス感染症の中等症患者の受入れを適切に行います。
・今後も増大する医療需要に対して、公立病院としての使命と役割を果たすため、指定管理者制度を活用し
た効率的な病院運営を推進していきます。

a．事例はない
b．事例がある

実績
市立病院で実施している入院患者の満足度調査（有効回答数概ね300）において、満足～不満足の
５段階のうち、満足（満足＋やや満足）と回答した人の割合

市立病院で実施している外来患者の満足度調査（有効回答数概ね300）において、満足～不満足の
５段階のうち、満足（満足＋やや満足）と回答した人の割合

目標

b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

81.9

目標

実績

目標

実績

81.7

84.3

89.3

86.2

救急患者受入数 目標 12,400 12,700 13,000 13,000

夜間や休日等の診療時間外に診察等を受けた患者数及び診療時間内に救急車で搬送された患者
数の合計 実績 13,023 13,256

病院のベッドの利用状況の割合
入院延患者数／年間の許可病床数（入院延患者数の受入最大値）×100（％）

80

88

83

80病床利用率（一般）

説明

成果
指標

84.9

79.7

88.6

86.4

80.7

79.1



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

0

0

0

0

0

33,616

28,037

00

-

-

事務事業

19

27,951

28,037

28,037 20,340 83,496

人材の確保：市立病院に就職を予定している人
人材の育成：本市病院事業職員

優秀な医療人材の安定確保及び医療に関わる高度な知識と経営感覚を兼ね備えた職員の育成を進めることにより、良質な医療の
提供を図ります。

効果的な広報活動、柔軟な採用選考、多様な任用制度の活用等により、採用困難職種である医師、看護師等の確保に取り組むと
ともに、局人材育成計画に基づき、各種研修の充実、受講支援等を行い、職員の人材育成と能力開発に努めます。

①医師・看護師等の人員体制の検討（地域における医療需要や必要な医療機能を踏まえた医療提供体制の検討）
②効果的な広報活動、柔軟な採用選考の実施及び多様な任用制度の活用による医療人材の確保（助産師・看護師の合同就職説
明会：年19回以上）
③人材育成計画に基づく各種研修の企画、実施及び受講支援など病院運営を担う医療人材の育成（認定看護師：川崎病院及び井
田病院合わせて47人以上）

施　　策 信頼される市立病院の運営

直接目標

3.3 3.3 2.4 2.4

20,40020,400

事務事業コード

10602040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 内部管理

831100 病院局総務部庶務課

事務事業名 政策体系別計画の記載

良質な医療の提供を担う人材の確保・育成事業 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

地方公務員法、地方公営企業法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,人権施策推進基本計画,男女平等推進行動計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

0

0

0

0

0

0

-

-

-

-

-

0 0

19

15

47

50

回

人

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

助産師・看護師の合同就職説明会の開催数

認定看護師数

説明

実績
特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いて、水準の高い看護実践のできる看護
師として日本看護協会が認定した看護師の川崎病院・井田病院の在職者数

目標

27,951

27,951

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①各病院の機能や需要に応じた適切な人員体制について検討し、看護体制や医療機器管理体制、事務執行体制の強化を進める
ため、看護師、薬剤師、臨床工学技士、一般事務職員の増員を図ることとして定数条例を改正しました。次年度以降、順次、当該職
種職員の確保を進めていきます。
②効果的な広報活動、柔軟な採用選考の実施及び多様な任用制度の活用による医療人材の確保について、採用選考を年に6回開
催した他、人材サービス会社が主催する助産師・看護師の合同就職説明会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止を理由としたオ
ンライン開催への変更等により20回開催し、目標を上回って達成できました。今後もオンライン開催の合同就職説明会等に参加する
とともに、病院局が主催する病院見学会をオンラインで行う等、様々な手法を活用していきます。
③人材育成計画に基づく各種研修の企画、実施及び受講支援など病院運営を担う医療人材の育成について、認定看護師数は、川
崎病院及び井田病院合わせて50人であり、目標を上回って達成できました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

19

14

19

20

47

50

27,951

-

61,653

0

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-0

33,616 34,190 -

20,400 20,400 20,400

-0 0 0

0

28,037 28,037

-

-

0 63,156

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

官民を問わず助産師・看護師の採用を予定している病院が、求職者に対して就職を勧奨するために
参加する合同の説明会の年間開催数（ブース出展数）

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

17

43

目標

実績

20,34054,590

市民の健康を守る

誰もが安心して暮らせる公的医療を提供する

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

成果
指標

48

予決算
（単位：
千円）

0 0

45

単位

49

R2年度

34,190

0

0 63,156

20,340 20,340 20,340

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

成果指標（認定看護師数）も目標値を上回って達成しており、看護師確保についても、急性期一般入院基本料１（7対1看護配置基
準）の維持に必要な看護師を確保しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

小児科医、産科医をはじめとして、全国的な医師不足となっています。また、税・社会保障一体改革における推計において、団塊の
世代が後期高齢者となる令和7年には、看護職員は3万人～13万人が不足すると見込まれています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度 医師・看護師等の人材確保を図り、医療提供体制を維持しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

良質な人材確保について、より効果的な広報活動による改善が考えられます。人材育成については、局内で開催する研修をはじ
め、職種や専門分野ごとの学会や職能団体等が実施する研修への参加により、医療提供に必要な知識や技術の向上、より高度な
資格取得に向けた支援に取り組んでいます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

本事業の実施については、医療制度改革、診療報酬改定等の国の制度改革の影響を直接に受けるため、これらの動向を注視しな
がら、本市立病院が担うべき医療機能にふさわしい人材の育成・確保に取り組む必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

Ｈ27年度： 病院医事課に配置する事務系専門職種である医療事務職の採用選考を実施しました。
Ｈ25年度： 助産師・看護師の採用選考案内の作成を年度一括に変更し、経費を削減しました。
Ｈ24年度： 看護師確保のための学校訪問について、採用者実績に応じた重点訪問方式に見直しました。

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

・引き続き、今後の地域における医療需要や必要な医療機能を踏まえた適切な医療提供体制を検討し、必
要な職員の確保と育成を進めていきます。
・コロナ禍における医療人材の確保について、オンライン開催の助産師・看護師の合同就職説明会等に参
加するとともに、病院局が主催する病院見学会をオンラインで行う等、様々な手法を活用していきます。
・職員を対象とした局内で開催される研修等について、開催手法・参加手法を工夫し、必要な研修に参加で
きるよう支援していきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

287,636

0

263,281 274,572

51,698 51,698 51,698

0 53,900

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

成果
指標

95.5

予決算
（単位：
千円）

186,643 554,215

96.9

単位

96.7

103.3

95.3

目標

実績

605,913339,486

市民の健康を守る

誰もが安心して暮らせる公的医療を提供する

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

病院本来の医業活動のほか、医業外活動も加えた経営状況を示す指標で、比率が大きいほど、経
営状態が良好であることを表す。次の計算式により単出する。
（％）　＝　（医業収益　＋　医業外収益）　／　（医業費用　＋　医業外費用）　×　１００

実施根拠 ☑ □ □

改革項目 課題名

取組2(10)公営企業の経営改善 10 入院・外来自己負担金に関する債権対策の推進

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

28,588

234,694

51,826 51,826

-

-

234,693 192,084

51,667

-

373,948

28,588

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-28,588

293,534 259,048 -

51,850 51,850 51,850

-28,588 28,588

334,459

51,667

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①令和２年度に、新型コロナウイルス感染症の収束時期やその後の受診動向の不透明さ、及び総務省の新たな新公立病院改革ガ
イドライン発出延期などにより、策定時期を令和３年度へ延期したことから、令和４年３月に計画期間を令和４年度、５年度の２年間
とする「川崎市立病院経営計画2022-2023」を策定しました。また、新型コロナウイルス感染症の影響による患者数の減少により、医
業収益が大幅に減少し、経常収支比率は川崎病院、井田病院ともに目標を達成できませんでした。
②計画的・戦略的な設備・医療機器の整備について、川崎病院における調剤支援システムの更新時に機器購入と保守契約の合併
入札を行ったことで、複数年のトータルコストでの競争により、契約価格低減に効果がありました。
③川崎病院では、令和３年度に新型コロナウイルス感染患者受入病棟である感染症病棟と救命救急センター病棟、産科病棟にか
わさきWi-Fiを整備しました。また、井田病院では、総合受付カウンター前に設置している会計順番待ちを表示する案内画面を増設
（１台⇒２台）しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

103.9

101.3

104.6

102.1

98.1

86.3実績

病院本来の医業活動のほか、医業外活動も加えた経営状況を示す指標で、比率が大きいほど、経
営状態が良好であることを表す。次の計算式により算出する。
（％）　＝　（医業収益　＋　医業外収益）　／　（医業費用　＋　医業外費用）　×　１００

目標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

経常収支比率（川崎病院）

経常収支比率（井田病院）

説明

104.1

96.9

97.2

89.6

％

％

実施形態 ☑

新公立病院改革ガイドライン（H27.3、総務省自治財政局長通知)

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(10)公営企業の経営改善

282,792

0

0

254,204

28,588

151,272

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10602050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 政策推進計画等（策定・進行管理）

832000 病院局経営企画室

事務事業名 政策体系別計画の記載

経営健全化推進事業 有

事業開始年度

平成1７年

103.8

202,939

51,826

312,862 314,979 326,270

病院事業会計

市立病院の経営の健全化を推進することで、信頼される安全・安心な医療サービスを安定的かつ継続的に提供できるように図りま
す。

病院経営の改善に向けて、中期経営計画の策定や進捗管理、企画・立案や経営分析、諸統計の作成、諸課題の調整のほか、情報
管理など行い、病院事業の経営健全化を推進します。

①次期川崎市立病院中期経営計画に基づく取組の推進
②計画的・戦略的な設備・医療機器の整備
③患者サービスの向上に資する取組の推進

施　　策 信頼される市立病院の運営

直接目標

6.1 6.1 6.1 6.1

238,493315,132

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

8 「川崎市立病院中期経営計画2016-2020」に基づく経営健全化の推進

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

261,036

0

0

232,448

28,588

322,122

242,828

263,282191,002

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

c

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

・新型コロナウイルス感染症による社会変容を踏まえながら、令和３年度末に策定した「川崎市立病院経営
計画2022-2023」に基づき、引き続き安定的な病院経営と経営の効率化を推進します。
・令和３年３月に国が策定した「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイド
ライン」や今後策定される第８次医療計画策定などの関連計画を踏まえ、令和５年度に新たな経営計画を
策定します。
・価格交渉の強化による薬品納入価の引下げなど、引き続き経費節減の取組を進めるとともに、医師をはじ
めとする医療従事者の安定的な確保と新たな診療報酬加算の取得など、収入確保に向けた取組を進め、
収支の改善を図っていきます。
・組織として徹底したコンプライアンス意識の醸成を図るとともに、井田病院光熱水費未請求等事案に係る
再発防止策を踏まえて、内部統制機能の発揮、情報共有の徹底を推進させ、病院事業における管理運営
体制の強化に取り組みます。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R4年3月：「川崎市立病院経営計画2022-2023（計画期間：R4～R5年度）」策定
Ｈ28年3月：「川崎市立病院中期経営計画2016-2020（計画期間：Ｈ28～R2年度）」策定
Ｈ27年3月：「新公立病院改革ガイドライン（総務省自治財政局長通知）」
　　　　　　　　病院事業を設置する自治体に「新公立病院改革プラン」の策定を要請
H24年3月：「第３次川崎市病院事業経営健全化計画（計画期間：Ｈ24～26年度）」策定
H21年3月：「第２次川崎市病院事業経営健全化計画（計画期間：Ｈ21～23年度）」策定
H18年3月：「川崎市病院事業経営健全化計画（計画期間：Ｈ17～21年度）」策定

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

高齢化の進展や人口減少、あるいは雇用基盤や家族形態等の変化など、社会保障制度を取り巻く環境が大きく変化する中におい
ても、公立病院には、地域において必要な医療提供体制の確保を図り、安定した経営の下で、不採算医療や高度・急性期医療等
を、継続的に提供することが求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

・成果指標の経常収支比率は目標値に達成しなかったものの、公立病院としての役割である救急医療、小
児・周産期などの医療を継続的に提供することによって、信頼される市立病院の運営に貢献しました。
・新型コロナウイルス感染症患者を最大限受入れるとともに、通常診療にも可能な限り対応したことや、国・
県・市による補助・支援メニューの最大限の活用等により、経営影響を最小限に抑えました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

【民間の活用について】産休に入った薬剤師の代替職員が募集しても応募が無かったため、民間の薬剤師派遣会社と契約し、薬剤
師を派遣してもらうことで、勤務体制や医療の質、診療報酬加算を維持しました。
【事業手法等の見直し・質の向上について】公立病院の使命として、救急や感染など政策的医療・不採算医療を担うため、直接医療
に係る部分については質の向上・維持を推進する一方、清掃業務や窓口会計業務等、委託による民間活用によって経費削減に取
り組んでいますが、更なる仕様の精査や契約方法の工夫などによって、より一層効率化、質の向上が図られる可能性はあります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

【市民のニーズについて】高齢社会の進展に伴い、今後ますます医療需要が高まることが予想されています。
【市が実施する必要性】公立病院として、引き続き救急医療、感染症等の政策的医療・不採算医療を担っていく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

経常収支比率は、直営２病院いずれも新型コロナウイルス感染症の影響による医業収益の減少により大幅に悪化しました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 7,480

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

3,972,768

0

0

12,990

3,959,778

4,095,660

4,041,249

3,972,7683,998,684

-

-

事務事業

98.6

4,098,987

42,565

4,015,333 4,373,636 4,874,154

予防接種法等の規定に定められた年齢等に相当する市民

効果的な勧奨や周知を行い、市民の接種率を高めることで感染症の発生及びまん延の防止を予防します。

予防接種法に基づくジフテリア、百日せき、ポリオ、破傷風、麻しん、風しん、結核等の定期予防接種を川崎市医師会等に委託し実
施します。

予防接種台帳管理システムを活用した未接種者の把握及び再勧奨による、接種率の維持・向上の取組の推進

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

4.98 5.01 4.94 47.3

5,032,0964,014,758

事務事業コード

10603010

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

408450 健康福祉局保健所感染症対策課

事務事業名 政策体系別計画の記載

予防接種事業 有

事業開始年度

―

実施形態 □

予防接種法、予防接種法施行令、予防接種法実施規則、定期接種実施要領、川崎市予防接種実施要領等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

かわさき強靱化計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

4,045,946

0

0

12,990

4,032,956

4,056,806

-

-

-

-

-

0 5,162

98.6

99.2

95

95.1

％

％

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

麻しん・風しん混合ワクチン(第１期）の接種率97.6％の達成

麻しん・風しん混合ワクチン（第２期）の接種率94.4％の達成

説明

実績
被接種数（１１，０７１人）／小学校入学前の１年間の対象者数（１３，２７１人）×１００（％）　
１２月までの速報値

目標

目標

実績

目標

実績

4,088,127

42,181

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
予防接種台帳管理システムを活用し、対象者への個別通知等を実施、予防接種の勧奨・周知を行いました。特に、麻しん・風しんワ
クチンの接種期限が近い対象者には、郵送の他、マイナポータルのお知らせ通知機能を活用した再勧奨も実施しました。また、ＤＴ
（２期）ワクチンの接種期限が近い対象者へも再勧奨を実施しました。
接種率については、若干、目標値を下回っていますが、新型コロナワクチンウイルス感染症の影響による接種控えと考えます。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、規定されている時期に予防接種を受けられなかった方を救済するため、定期予防
接種の延長制度を創設・制度の周知を行い、接種率向上の取組を進め、高い水準を維持しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

98.6

97.6

98.6

96.9

95

93.8

42,181

-

4,138,225

3,959,778

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-4,454,133

13,188 13,723 -

41,990 41,990 41,990

-4,082,472 3,959,778 4,279,327

12,990

42,565 42,565

-

-

12,990 13,991

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

被接種数（９，７５２人）／生後１２月～２４月の対象者数（９，９３０人）×１００（％）　
１２月までの速報値

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

99.1

95

目標

実績

22,939,1914,342,520

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

成果
指標

成果
指標

95.4

予決算
（単位：
千円）

4,990,106 22,538,323

95

単位

94.4

R2年度

4,300,530

0

3,972,768 4,473,286

400,868 400,868 400,868

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

成果指標である「麻しん・風しんワクチンの接種率」は、目標を下回るものの、高い水準は維持しています。今後も、対象者への予防
接種の勧奨・周知を引き続き実施し、接種率の向上に努めます。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

・ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種については、接種後の副反応の発生頻度から国の勧告により積極的な勧奨を控えてい
ましたが、一部勧告の改正により、対象者へ個別に制度の周知を実施しました。（今年度は、小学校６年生から高校１年生相当の女
子）
・風しんの抗体保有率が、特に低いとされている昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日の間に生まれた男性に対し、予防接種法
に基づく定期接種の対象とし、抗体検査や抗体価が陰性だった場合の予防接種などが、全国どこでも（住所のある市区町村以外で
も）無料で受けられる体制となりました。（３年間の時限措置）

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

対象者への予防接種の個別通知や勧奨、周知により、成果指標である「麻しん・風しんワクチンの接種率」
は、目標値を達成しており、感染症の発生及びまん延の予防に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

業務の委託については、予防接種の委託、ワクチン供給の委託他、民間の活用を、既に実施しています。
平成２８年度から予防接種業務を区役所から本庁への集約を実施すると共に、民間委託によるコールセンターを開設し、市民から
の対応を行っています。また、契約については事業ごとに入札を実施し、競争原理の導入及び予算削減に努めています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

新型コロナ感染症の影響もあり、子どもの予防接種や高齢者の予防接種に関する問合せは多く寄せられています。疾病の発生、ま
ん延の予防及び国民の健康維持の観点からも予防に関するニーズは高く、不可欠なものとなっています。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R3年度：インフルエンザワクチンの製造の遅れに伴い、高齢者インフルエンザ予防接種の期間を１か月延長し、それに伴う各種対応を実施しました。また、高齢者の肺炎球菌
のＲ２対象者について、引き続き定期予防接種の延長制度を実施しました。（対令和４年３月３１日まで。）
Ｒ2年度：新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて、規定されている時期に予防接種を受けられなかった方を救済するため、定期予防接種の延長制度を創設し実施しま
した。（子どもの予防接種は、令和４年５月３１日まで。高齢者の肺炎球菌は、令和３年５月３１日まで。）
Ｒ１年度：昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日の間に生まれた男性を対象として風しん第５期が法令改正により定期接種（３年間の時限措置）となったことに伴い、各種対
応を実施しました。
Ｈ30年度：ＤＴ（２期）の接種率向上のため、接種期限が近い方への勧奨を実施しました。また、骨髄移植等の治療による予防接種の再接種費用の助成の制度構築を行いまし
た。
H29年度：インフルエンザワクチンの製造の遅れに伴い、高齢者インフルエンザ予防接種の期間を１か月延長し、それに伴う各種対応を実施しました。
Ｈ28年度：Ｂ型肝炎ワクチンが法令改正により定期接種されたことに伴う、各種対応を実施しました。また、民間委託によるコールセンターを開設しました。
H27年度：予防接種台帳管理システムを導入し、未接種者への再勧奨を実施しました。

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

予防接種法の規定に基づき定期予防接種を実施します。
ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種については、今年度は、制度の周知を目的に全対象者となる小
学校６年生から高校１年生相当の女子に個別通知を実施しましたが、国の積極的勧奨を控えることの通知
が廃止され、中学１年生及び高校１年生相当の女子に加え、国が積極的な勧奨を差し控えている間に定期
接種の対象であった９学年に対するキャッチアップ接種の対象者に情報提供及び支援体制の充実のため、
国の通知に基づき周知・勧奨を実施します。
麻しん・風しんワクチンの接種率は目標を達成しましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受けて
創設した定期予防接種の延長制度を、引き続き実施し、その他の定期予防接種についても、個別通知や未
接種者への再勧奨を行い、接種率の維持、向上に取り組みます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

513,326

125,808

281,723 2,731,826

418,326 418,326 418,326

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

3,220,131 6,230,288

単位

105

目標

実績

6,648,614852,646

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

インフルエンザ、ノロウイルス等の集団感染を防ぐために、社会福祉施設等への衛生教育の実施

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

245,065

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

276,207

4,008

352,754 352,754

-

-

4,008 5,888

363,278

-

917,529

151,907

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-1,865,774

12,115 7,277 -

339,320 339,320 339,320

-307,595 151,907

644,801

363,278

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①新型コロナウイルス感染症対策について、ホームページ等での必要な情報発信、発生ステージに応じた医療体制の整備、各種
相談窓口の設置及び必要資器材の配備等を行いました。
②川崎市医師会、川崎市薬剤師会、川崎市看護協会等と連携し、新型コロナ自宅療養者へのフォローや対応等を実施しました。
③感染症の発生動向を迅速に把握し、市民や関係団体に速やかに情報を還元しました。
④新型コロナウイルスのクラスター対応として、医師及び看護師による社会施設への訪問と出前講座を実施しました（81回）。
⑤ハイリスクグループ等を対象とした地区研修会の開催等を通じた受診勧奨や、感染源調査に関する検討会等を実施し、結核定期
外及び定期健康診断の確実な実施を推進しました。
⑥市ホームページ、駅前ブースでの展示、電車の中吊り広告、他の健診通知等を利用した対象者への周知を行ったほか、市独自
の風しん対策と合わせた普及啓発を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

40

94

40

81

実績

目標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

社会福祉施設等への衛生教育の実施

説明

40

63
回数

実施形態 ☑

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、川崎市風しん対策事業実施要領、新型インフルエンザ等対策特別
措置法

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

281,523

125,808

0

4,013

151,702

412,210

-

-

-

-

-

125,808 860,164

事務事業コード

10603020

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 内部管理

408450 健康福祉局保健所感染症対策課

事務事業名 政策体系別計画の記載

感染症対策事業 有

事業開始年度

―

40

775,488

352,754

634,477 700,049 3,150,152

市民

新型インフルエンザ等感染症対策の推進及び市民等への普及啓発の実施により、感染症の発生及びまん延を予防し公衆衛生の
向上を図ります。

感染症法に基づき、感染症発生時に迅速な対応を行い、また、平時から市民に感染症の知識の普及啓発を図ることで、感染症対
策を推進していきます。

①新型インフルエンザ等対策の普及啓発と医療体制及び必要資器材の整備
②感染症発生時(災害時含む）に備えた関係団体との連携強化
③感染症発生動向の把握と情報提供
④社会福祉施設における感染症集団発生予防のための衛生教育の実施（実施回数４０回以上）
⑤結核定期外及び定期健康診断の確実な実施
⑥風しんの追加的対策事業の実施

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

42.89 41.52 39.92 49.36

3,559,451621,043

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 229,842

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

281,723

125,808

0

4,013

151,902

564,775

741,334

281,723388,580

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

新型コロナウイルス感染症の発生状況に応じた、より効果的な市民への普及啓発や社会福祉施設への衛
生教育を実施できるよう、適宜手段を工夫することで必要な改善を施しながら、現状の方向性に沿って事業
を継続していきます。海外から流入する変異株対策の強化やの患者急増時の対応について対策を推進し
ていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R２年度：新型コロナ対策事業として高齢者施設従事者等の従事者PCR検査事業、相談コールセンターの委託、検査会社への検査
の委託等の体制整備を行いました。
R1年度：疑似症定点医療機関を再選定し、原因不明の重症化患者の原因究明と感染拡大防止に寄与する体制整備を行いました。
H30年度：R2（2020）年度の東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、事前キャンプ予定地における幼虫生息調査の
実施や、疑似症定点サーベイランスの強化を実施しました。関東地方を中心とした風しんの流行を受け、12月3日から風しん対策事
業の対象者に30～50代男性を追加しました。
Ｈ29年度：新型インフルエンザ等対策について、住民接種体制の構築を行いました。災害時の感染症対策を強化するため、（公社）
神奈川県ペストコントロール協会と協定を締結しました。国の薬剤耐性対策アクションプランに基づき、地域のネットワークを形成す
るため、川崎市感染症対策協議会の部会として「川崎市感染症対策ネットワーク委員会」を設置しました。
Ｈ28年度：感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の一部を改正する法律の施行により、病原体サーベイラン
スの質的かつ量的な強化を実施しました。また、結核対策事業運営方針を見直し、必要な対策強化を実施しました。
Ｈ27年度：新型インフルエンザ等対策について、市内医療体制の整備を行いました。風しん対策事業を拡充し、対象者の無料抗体
検査の実施に加えて、予防接種費用の一部助成を実施しました。
H26年度：新型インフルエンザ等対策について、市内医療体制の構築を行いました。また、風しん対策事業として、対象者に無料抗
体検査を実施しました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

令和２年から国内で発生している新型コロナウイルス感染症が平成25年に制定された新型インフルエンザ等対策特別措置法の「新
型インフルエンザ等」とされ、さらなる対策強化及びその他感染症についても特別措置法に基づき発生時に対応できるよう、平時か
らの医療体制等の取組が求められています。新型コロナウイルス感染症を含めた災害時の感染症対策の状況に応じた検討・強化
が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

医療機関の感染制御部門と協力した新型コロナウイルス感染症関連の衛生教育や施設訪問の機会や
WEBを活用した啓発を増やし、衛生教育等の実施回数は目標値を達成しました。新型コロナウイルス感染
症の流行に伴い、医療機関や関係団体と継続的に協議を重ね、その他感染症を含めた発症者の受診体制
や患者発生時の連携強化を行いました。また、サンキューコールのアンケートや市内関連部署と協力しＳＮ
Ｓを活用した啓発により一定の施策への貢献がありました。

効率性 【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

・市民の健康や生活に多大な影響がある感染症の発生に備えて、患者対応業務、市で備蓄する備品や薬剤について、保管、買い
替え、廃棄、修理等のランニングコストと確実な確保及び迅速性とを勘案し、民間委託との比較検討を継続していく必要があります。
・感染症の患者発生は増減のスピードや規模が予測不可能な事象であり、新たな感染症が海外から流入する恐れもあることから、
その対応には十分な人員や財源が必要となっています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

感染症の拡大による社会への影響が大きく、新たな感染症や既知の感染症から市民を守るために、感染拡大及びまん延防止に係
る対応を迅速に行うことや、日頃から普及啓発を行うことは、関係部局や医療機関等と組織横断的に連携し、行政が実施する必要
があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、各事業の状況に応じた対応を検討する必要があります。海外とからの渡航者への対応
や新たな流行期の患者発生時対策など、さらなる対策の強化を行う余地があります。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

76,882

383

76,750 79,417

414,428 414,428 414,428

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

活動
指標

6

予決算
（単位：
千円）

38,204 50,133

6

単位

6

14

14

101.7

6

目標

実績

464,561489,982

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ □

各区役所保健福祉センター衛生課、中央卸売市場食品衛生検査所及び健康福祉局保健所食品安
全課における監視指導実施率

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

383

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

26,129

50,379

418,598 418,598

-

-

50,379 43,617

431,970

-

495,510

25,988

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-35,417

50,379 50,370 -

413,100 413,100 413,100

-26,150 25,988

508,770

431,970

3

5

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①の食品関係営業施設等の監視指導については、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策への対応集中のため、積極的な監視
指導を見合わせたことから、目標を達成することはできませんでした。しかしながら、新たな許可届出制度の周知及び相談対応並び
に申請手続きや各種講習会等のオンライン化等に積極的に取り組みました。
②のＨＡＣＣＰ（ハサップ）の普及に向けた取組については、実施要領を策定し、市独自の確認票を用いて各施設への導入支援を実
施しました。(918件)
③の食品表示の適正の確保に向けた取組の実施については、食品関連事業者等に対し新たな原料原産地表示制度に関する研修
会をオンライン併用で実施したほか、市内食品小売施設等での監視指導や食品表示の相談対応を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

100

99.6

100

75.1

6

0実績事業者向けに講習会を開催し、ＨＡＣＣＰ導入を支援する。

従業員数５０名未満の事業者向けに講習会を開催し、ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理の
導入について支援する。

目標

目標

実績

目標

実績

活動
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4

ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理導入支援講習会の開催数

説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

食品関係施設への監視指導実施率

ＨＡＣＣＰ（ハサップ）導入支援講習会の開催数

説明

100

74

6

0

42

23

%

回

回

実施形態 □

食品衛生法、食品表示法、神奈川県食の安全・安心確保推進条例、川崎市食品衛生法に基づく営業に係る公衆衛生上講ずべき措
置の基準に関する条例等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

76,800

383

0

50,379

26,038

68,157

-

-

-

-

-

383 383

事務事業コード

10603030

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 許認可等 政策推進計画等（策定・進行管理）

408470 健康福祉局保健所食品安全課

事務事業名 政策体系別計画の記載

食品安全推進事業 有

事業開始年度

―

100

500,127

418,598

495,348 491,178 493,845

市民、食品関係営業者等

食品関係営業施設等の監視指導や市民への普及啓発等を行うことで、食品の安全性を確保し、飲食に起因する健康被害の発生防
止を図ります。

食品関係営業施設等の監視指導を行うとともに、衛生講習会やホームページにより、食品衛生に関する正しい知識の普及を推進し
ます。

①「食品衛生監視指導計画」に基づく食品関係営業施設等への監視指導等の実施（監視指導実施率100％）
②ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の普及に向けた取組の実施
③食品表示の適正の確保に向けた取組の実施（新たな食品表示基準に基づく表示へ適正に移行するための取組）

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

51 49.27 48.6 48.9

451,304489,850

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 383

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

76,750

383

0

50,379

25,988

76,912

488,184

76,75069,586

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

今後も、食品衛生法の規定に基づき川崎市食品衛生監視指導計画を策定し、効果的効率的な監視指導の
実施、食生活の多様化等のニーズに応じた普及啓発を実施することにより、食品の安全性の確保を図って
まいります。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R3年度：食品専門監視担当と食品表示担当の機能性・機動性を高めるため、業務を見直し組織整備を検討しました。また、実施機
関の役割分担についても整理し、健康危機管理・リスクコミュニケーション・ＨＡＣＣＰ導入支援等を強化することとしました。
H28年度：食品表示法の権限移譲に伴い、食品安全課に食品表示担当を設置しました。
H27年度：平成28年度に県から指定都市に食品表示法の品質事項に関する権限が移譲されるため、執行体制等について庁内協議
を行い、健康福祉局で所管することとなりました。
H25年度： 広域流通食品製造・保管施設等の監視指導を実施するため、健康危機管理担当に食品専門監視担当を設置しました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

食中毒、食品への異物混入、不適正な食品表示等の問題に適切に対応し、社会情勢の変化による新たな生活様式のニーズ等に
応じた食品の安全性の確保を図るため、食品衛生法の規定に基づき川崎市食品衛生監視指導計画を策定し、食品関係営業者等
への監視指導を実施するとともに、ＨＡＣＣＰの導入及び定着を推進する必要があります。令和３年度は、食品衛生法及び食品表示
法の改正に基づく、HACCPに沿った衛生管理の制度化、営業許可業種の見直し及び営業届出制度の創設並びに食品リコール制
度の創設等が完全施行されました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、計画と比較して立入検査や収去を縮小しましたが、食中毒等の健
康危害発生時は従来通り継続して対応しました。また、食品関係営業者に対し、オンライン形式も活用し、
法改正に伴う各種手続きや衛生管理に必要な情報を発信し、HACCP導入支援等を行うとともに、キャラク
ター活用等、新たな手法による市民向けの啓発を強化したことで、本事業は一定の役割を果たしており、施
策にも貢献できたと考えています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

食品等の適切な管理に必要な知識の習得と資質の向上を目的とした食品衛生責任者に対する実務講習会、市内の食品関係営業
者を対象に食品衛生の自主管理活動の推進を図るための巡回指導を委託しています。また、より効率的な監視指導や啓発方法に
ついて、今後も継続して検討していきます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

食品衛生監視指導計画の策定及びこれに基づく監視指導等については、食品衛生法により、都道府県等に実施が義務付けられた
ものであり、また、効果的かつ効率的な監視指導の実施は、市民の食の安全・安心に寄与しています。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、監視指導実施率は目標値を下回りましたが、食品関係営業者や市民に対し、法改
正に係る情報を適切に周知し、社会情勢の変化や新たな生活様式のニーズ等に応じた情報発信を行うことで、食品の安全性の確
保に努めました。また、法改正を受けて、講習会はHACCP導入支援講習会（対象；ＨＡＣＣＰに基づく衛生管理）から小規模事業者向
け講習会（ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理）へとシフトさせ、関係団体等と連携し、感染症対策を講じて開催しました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 1,393

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

376,826

3,018

0

111,399

262,409

367,448

644,767

376,826356,073

-

-

事務事業

12,406

663,100

288,694

665,520 668,129 795,432

市民

試験・検査、調査研究、情報収集・解析・発信等を実施することで、市民の健康で安全な生活の実現を図ります。

標準作業書等に基づく迅速かつ適正な試験検査を実施します。
調査研究実施要綱等に基づき調査研究を実施し、その成果の評価、公表を行います。
医療機関等から収集する感染症の発生情報を解析し、感染症情報発信システム等を活用して広く情報発信を行います。

①公衆衛生等に関する試験検査の実施
②公衆衛生上の課題解決に向けた調査研究の実施及びその成果の評価、公表
③感染症情報をはじめとした公衆衛生情報の収集、解析、発信
④健康危機管理事象発生時への準備と対応
⑤国立医薬品食品衛生研究所との多様な連携強化

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

34.89 33.98 35.3 34.49

705,454676,876

事務事業コード

10603040

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

409100 健康福祉局健康安全研究所

事務事業名 政策体系別計画の記載

公衆衛生等に関する試験検査等業務 有

事業開始年度

―

実施形態 ☑

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び同法施行規則（以下「感染症法等」という。）、食品衛生法、水道
法等、地方衛生研究所設置要綱、感染症発生動向調査事業実施要綱

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン,まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

374,826

3,018

0

109,899

261,909

367,582

-

-

-

-

-

3,018 12,688

10,406

2,966

9

8

項目

題

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市食品衛生監視指導計画に基づく監視指導等による収去等検査項目数

調査研究評価外部委員会に付議した研究課題数

説明

実績
市健康安全研究所調査研究実施要綱に基づき実施される調査研究のうち市健康安全研究所調査
研究評価委員会設置要綱第５条第１項に該当する研究課題数

目標

目標

実績

目標

実績

670,344

295,518

H30年度目標・実績

　ほぼ、目標どおり達成できました。
①については、迅速かつ適正に実施しました。　（理化学検査：534件、微生物検査：37,549件（うち新型コロナウイルス検査35,813
件））
②については、実施要綱に基づき適正に実施し、研究課題32題の成果を評価、公表しました。
③については、感染症情報の収集、解析を行い、市民等に向けて迅速に発信しました。
④については、医療機関や保健所等と連携し、疑似症サーベイランスの運用や新型コロナウイルス感染症への対応を行いました。
⑤については、共同研究や技術交流をすすめ、学会等の開催に関して人的援助を行うなど、連携を強化しました。
※指標１に関する検査は、新型コロナウイルス感染症検査の対応のため、大幅に減少しています。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

10,406

13,325

10,406

4,161

9

10

295,518

-

656,142

261,409

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-265,765

104,899 101,604 -

300,050 300,050 300,050

-260,667 262,409 266,463

111,399

288,694 288,694

-

-

111,399 224,676

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

市食品衛生監視指導計画に基づき食品衛生監視員が食品等を営業施設から譲り受け、健康安全
研究所にて試験検査を実施する年間の延べ項目数

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

1,882

14,282

9

目標

実績

785,192669,510

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

活動
指標

9

予決算
（単位：
千円）

405,404 492,889

9

単位

8

R2年度

369,460

3,018

375,826 503,129

292,303 292,303 292,303

0 0



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

　健康安全研究所が実施した試験検査の概要と結果について検査情報としてホームページに定期的に公表し、市民の安心な生活
を守る情報発信に務め、公衆衛生の向上のため調査研究を行い事業成果を上げています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

R1年12月、中国武漢市を中心に原因不明の肺炎として発生した新型コロナウイルス感染症(COVID-19)は、世界的な感染拡大が続
いており、国内においても依然として新規感染者数は高い数値で推移しており、感染拡大防止に努める必要があります。
平成30年6月13日付けで、15年ぶりに食品衛生法が改正され我が国の食をとりまく環境変化や国際化等に対応して、食の安全確保
のための業務に対応する必要があります。
平成28年4月1日付け感染症法等の改正に伴い、新たな業務に対応する必要があります。
平成25年3月、「KING SKYFRONT (殿町国際戦略拠点)」へ移転開設に伴い、機能の強化が図られ、一層の公衆衛生向上への寄
与、地域内外の研究機関等と連携した研究の推進が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

・法令に基づく試験検査を正確に実施し、行政処分の根拠となる結果を着実に提供することで市民の健康と
安全のために貢献しました。
・国内外における感染症情報を積極的に発信することで、感染症対策に貢献しました。
・健康危機管理事象発生時に効率的かつ網羅的な検査を実施し、市民の健康で安全な暮らしの確保に貢
献しました。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

 新型コロナウイルスの検査については、当初は健康安全研究所のみでの検査でしたが、現在は民間検査機関と市の契約により公
費負担とすることでかなりの検査が実施されています。地方衛生研究所の基本機能である専門的かつ高度な技術や設備を必要と
する試験検査を重点的に行っており、その実施にあたっては確実かつ継続的な精度管理が必要です。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

　市民の健康への関心の高まりとあわせ、市民の健康を守り、生活の安全を確保するための取組は不可欠となっています。
　また、新型コロナウイルス感染症のパンデミックが続いており、感染症検査体制及びサーベイランス体制をより充実させる必要が
あります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

R3年度 :試験検査業務及びその精度管理について、事務作業の大幅な軽減及び監査ニーズの削減を目的とし、新たに保健情報シ
ステムの導入を決定しました。R4年度稼働に向け関係部署との調整、内容の検討及び実機検証等を行いました。
　引き続き新型コロナウイルスの流行が続き、第５波、第６波と今までにない大きな流行への対応が生じました。検査業務に加え、
次世代シーケンサー用い、デルタ株からオミクロン株への遺伝子変異について全ゲノム解析を行い、市内の流行状況の把握に役立
てることができました。
R2年度：想定を上回るCOVID-19検査(年間約3万検体)に対応するため、新たに検査機器の導入、所内対応による検査従事者の拡
充および世界中で品薄状態の試薬・器材の継続的な確保を行い、検査体制の整備・強化に努めました。
R1年度：H30年度に引き続き次世代シークエンサーの活用を行いながら検査体制の強化に努めた。現在流行中の新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）の市内での疑い患者発生事例に対し新たな検査体制を整備し、検査を実施することで感染拡大防止を図って
います。また、感染症法で規定されている腸管出血性大腸菌O157の検査法の改良により、飲食関係従事者等の就業制限の解除が
早まる場合があり市民サービスの向上につながりました。
H30年度：新たに網羅的に病原体遺伝子を検出できる次世代シークエンサーの導入を行ったことで、従来は特定困難であった原因
不明の感染症や食中毒事例への検査対応も可能となりました。
H29年度：食品中に残留する農薬の収去検査について、28年度の取組に加え調査研究の成果として導入が可能となった凍結粉砕
法とを併せて標準作業書を更新しました。その結果、より安全な検査が可能となり、さらに、試験成績書作成の一部自動化を併せて
行うことで迅速な検査結果の提供が可能となりました。ウイルス検査においては、呼吸器マルチプレックスPCR法を構築したことによ
り、健康危機事象発生時に迅速かつ効率的に対応することができました。また、新たな検査法を確立することができたため、生食用
生鮮魚介類による原因不明の有症苦情事例発生時には、これまで以上に的確な対応が可能となりました。
H28年度：食品中に残留する農薬、動物用医薬品等の収去検査について、厚生労働省通知による妥当性評価ガイドラインを遵守す
るとともに、調査研究の成果として導入が可能となった検体の前処理法（STQ法）を活用することで、使用する有機溶媒の量を減じ、
迅速な検査結果の提供が可能になりました。
感染症法等の改正に伴い、病原体等の検査に係る業務管理の取組を開始しました。
H27年度：感染症法等の改正に伴う病原体等検査の精度管理の充実に向けた取組を開始しました。
H26年度：川崎市感染症情報発信システムの運用を開始し、医療機関と行政の間のネットワークの充実に向けた取組を開始しまし
た。
H25年度：調査研究を効率的に推進し、市民の健康を守り、公衆衛生及び科学技術の向上を目的として内部委員、外部委員による
評価を行う取組を開始しました。

a

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

・食の安全・安心、市民の健康で快適な生活と環境の確保及び、健康被害を防止するために専門的かつ高
度技術や設備・機器を活用し適正でより迅速かつ効率的な試験検査を重点的に行っていきます。
・今後予定されている食品衛生法の改正に向けて、業務管理等の課題を整理し検討していきます。
・公衆衛生上の課題解決に向けて、調査研究事業を推進していきます。
・医療機関等から収集する感染症発生情報を解析し、感染症情報発信システム等を活用して広く情報発信
を行っていきます。
 ・試験検査に関しては市他部署からの依頼検査のため、健康安全研究所のみで事業の方向性は決定でき
ませんが、様々な課題に対し所内協力体制を構築し対応していきます（新型コロナウイルス感染症等）。

a．事例はない
b．事例がある b

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

158,550

0

127,218 160,614

231,113 231,113 231,113

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

活動
指標

3

12

予決算
（単位：
千円）

188,271 156,072

4

単位

4

24

19

3

4

目標

実績

387,185394,765

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

☑ □ ☑

動物愛護関連分野について、外部講師を招いた市民向け講座を、それぞれ異なる会場において開
催します。

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

106,501

23,267

226,843 226,843

-

-

23,267 62,747

230,553

-

480,211

103,951

83,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-97,867

53,177 52,049 -

236,215 236,215 236,215

-117,191 103,951

1,099,596

230,553

24

0

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①新型コロナウイルス感染拡大防止のため動物愛護フェアは中止しました。普及啓発活動については、防災訓練等の会場や衛生
課窓口でのデジタルサイネージを利用した適正飼養の啓発を行いました。また、動物愛護センターでは公式SNSで動物愛護や譲渡
動物情報を発信し、普及啓発活動を推進しました。
②新型コロナウイルス感染拡大防止のため市民公開講座及び意見交換会は中止しました。また、動物愛護センターにおける譲渡
会を中止しましたが、予約制で個別の譲渡相談に対応した結果、251頭の犬・猫を譲渡しました。
③狂犬病予防接種促進など動物由来感染症対策について、飼い主への通知、ポスター掲示、市政だよりやHPへの掲載等による啓
発を行いました。
④災害時における、市獣医師会と連携した動物救援本部立上げ訓練のため、獣医師会HP掲示板を使用した初動情報伝達訓練を
実施し、ペットの災害対策に対する連携の強化を促進しました。また、各区役所設置の番号掲示板等のデジタルサイネージによる
ペットの同行避難の備えに関する啓発を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

3

3

3

0

4

0実績
新たな動物愛護センターを開設に向け、子どもたちへの動物愛護普及啓発活動方法について外部
有識者を交えて意見を交換する意見交換会及び作業部会を開催します。

動物愛護センターで犬・猫譲渡会を開催します。

目標

目標

実績

目標

実績

活動
指標

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4

譲渡会の開催回数

説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市民公開講座の開催回数

意見交換会等の開催回数

説明

3

0

4

1

24

1

回

回

回

実施形態 ☑

動物の愛護及び管理に関する法律、狂犬病予防法等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組1(1)多様な主体が共に担うまちづくりの推進

869,043

0

666,000

57,754

145,289

851,555

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10603050

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 公聴及び相談・苦情申し立ての聴取等 ―

408400 健康福祉局保健所生活衛生課

事務事業名 政策体系別計画の記載

動物愛護管理事業 有

事業開始年度

―

3

12

1,082,108

226,843

384,061 358,331 391,727

市民、動物

動物由来感染症等による健康被害を防止するとともに、人と動物が共生する社会の実現に取り組みます。

狂犬病予防接種促進など動物由来感染症対策を強化するとともに、良好な生活環境の整備、動物の適正管理や動物愛護の普及

①動物愛護フェア等による、動物愛護と適正飼養の普及啓発活動の推進
②「ひと・どうぶつＭＩＲＡＩプロジェクト」の取組の推進
　・市民公開講座（３回）の実施　・意見交換会及び作業部会（４回）の実施・譲渡会（24回）の開催
③狂犬病予防接種促進等、動物由来感染症対策の強化
　・広報による啓発及び情報提供の拡充
④災害時の動物救護体制の整備などペットの災害対策の強化

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

27.22 26.7 27.79 27.27

424,486363,433

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

7 動物愛護センターにおける多様な主体と連携した効果的な取組の推進

0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

157,218

0

0

23,267

133,951

253,368

387,568

127,218160,725

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

動物愛護センターにおける効率的な事業の進め方も含め「ひと・どうぶつMIRAIプロジェクト」としての市民へ
の広報、啓発等については、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しながら、ホームページなどを活用し
た啓発手法を検討し柔軟に対応するとともに、随時、課題を整理し見直しながら取り組んでいきます。譲渡
については引き続き個別の譲渡相談を実施し、譲渡を推進するため、SNS等を活用し広く周知していきま
す。また、動物愛護センターにおいて子どもたちへの動物愛護普及啓発の活動方法を検討・実施し、必要に
応じて意見交換会を開催することとします。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R2年度：市獣医師会HP掲示板を使用した初動情報伝達訓練及び、初めてボランティア参加による受付訓練を行いました。
R1年度：災害時動物救援本部運営マニュアルを整備し、合同の訓練を行いました。
H30年度：課題解決のため、「地域猫活動サポーター登録制度」を設け、野良猫問題への対策を拡充しました。
　　　　　　　新動物愛護センターの運営を開始しました。
H29年度：市民公開講座、地域猫活動、高齢者対策や「動物愛護基金」の事業を昨年度の課題を踏まえて実施し拡充しました。
　　　　　　　動物愛護センターの再編に向けて、地域への説明を行い工事を開始しました。
H28年度：「ひと・どうぶつMIRAIプロジェクト」のなかで、市民公開講座、地域猫活動、高齢者対策や「動物愛護基金」の設置
　　　　　　　など、新たな事業を開始しました。動物愛護センターの再編に向けて、実施設計を進めました。
H27年度：「ひと・どうぶつＭＩＲＡＩプロジェクト」を立ち上げました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 2 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

動物由来感染症の輸入事例への対策、ペットに関わる地域課題の解決支援に向けた取組や動物取扱業への適正管理指導など、
多様な主体との連携による取組の推進が求められています。また、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために人が集まらない
形のイベント、来所せずに行うことができる電子申請の需要が高まっています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

市民の動物に関わる意識は高まり、地域課題として捉えられる事象は増加していると考えられているため、
これらに応えるべきプロジェクトの継続実施と動物愛護センターの運営を効率的に進めることで、動物由来
感染症等による健康被害を防止するとともに、人と動物が共生する社会の実現に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

新たな取組を取り入れながら拡充している事業のため、事業手法の見直し等事務改善の可能性はあります。なお、動物愛護セン
ター事業の民間委託については、動物の飼養管理等の一部業務で実施済みです。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

野良猫問題、多頭飼育問題等動物に関わる地域課題解決に向け、多様な主体と連携した効果的な取組を継続する必要がありま
す。また、動物愛護を普及啓発するために、動物愛護センターにおける取組みを充実させつつ、効果的な運営を推進していく必要が
あります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、市民向けセミナー、動物愛護フェアは中止しましたが、ホームページなどを活用した適
正飼養の啓発、防災のパネルや防災用品の展示、災害情報伝達訓練等を実施しました。動物愛護センターにおける譲渡会は中止
し、譲渡希望者には予約制で個別に対応し譲渡を推進しました。今後もセンターを活用し、効果的な事業実施に取り組んでいきま
す。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

11,478

0

11,653 12,686

173,822 173,822 173,822

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

6,809 9,177

単位

112

目標

実績

182,999183,603

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

環境衛生（住環境）等に関する講習会の年間実施回数の合計

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

0

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

6,579

0

174,593 174,593

-

-

0 4,861

174,736

-

186,348

11,653

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-7,825

4,855 4,899 -

172,125 172,125 172,125

-6,900 11,653

186,389

174,736

H30年度目標・実績

目標を下回りました。
①新型コロナウイルス感染症業務増大を受けて、監視指導業務を縮小したことから、監視指導率は34.9％となりました。
②新型コロナウイルス感染症業務増大を受けて、講習会実施業務を縮小したことから、講習会102回(70.8％)の達成度、講習会時間
短縮のため両親学級開催時等に啓発資料配布を９回実施しました。
③新型コロナウイルス感染症拡大のため、営業者等による適正な自主管理の推進を支援する衛生講習会の実施は6件となりました
が、営業者団体や市HPを活用して、休業施設再開時の注意点や業種ごとのガイドラインを周知し、自主管理の向上を推進しまし
た。その他、新型コロナウイルス感染拡大を受けて、啓発冊子の地域包括ケアシステムポータルサイトや区役所窓口に設置されて
いるデジタルサイネージ、両親学級HPへの掲載、概要版の作成と配布、パネル展など、講習会以外の方法で、より多くの市民へ情
報を届けることが出来るよう、啓発方法を見直し、実施しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った4

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

130

126

144

102

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

市が実施する衛生的な住環境に関する講習会の実施回数

説明

137

104
回

実施形態 ☑

理容師法、美容師法、クリーニング業法、興行場法、公衆浴場法、旅館業法、水道法等

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,地域福祉計画,消費者行政推進計画,かわさき保健医療プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

11,653

0

0

4,588

7,065

8,969

-

-

-

-

-

0 0

事務事業コード

10603060

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 許認可等 ―

408400 健康福祉局保健所生活衛生課

事務事業名 政策体系別計画の記載

環境衛生事業 有

事業開始年度

―

123

183,705

174,593

186,246 185,475 186,508

市民

衛生的な住環境の確保に向けた啓発活動、講習会を実施し、良好な生活環境を整えることで、感染症や有害物質等による健康被
害の防止を図ります。

環境衛生関係施設の監視指導や自主管理の推進に取り組むとともに、衛生的な住まい方に関する支援を実施し、健康で快適な生
活環境を確保します。

①「環境衛生・水道衛生監視指導計画」に基づく監視指導等の実施（監視指導率：100％）
②衛生的な住環境の確保に向けた取組の実施（講習会実施回数144回以上）
③環境衛生関係施設事業者・管理者の適正な自主管理の推進支援

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

20.63 20.55 20.25 20.51

178,934183,778

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 0

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

11,653

0

0

0

11,653

11,755

183,601

11,6539,008

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

令和2年度以降、新型コロナウイルス感染拡大を受けて緊急事態宣言が発令されるなど、講習会自体の開
催が難しくなりました。そのため令和3年度は、市民が住み慣れた生活環境において、健康で快適に住まい
続けることが出来るよう、衛生的な住環境の確保に向けて啓発手法を工夫し実施しました。令和4年度も感
染症の発生状況を注視し、感染症対策をとりながらの営業者や市民への講習会の開催、さらなる啓発方法
の工夫等により、市民が利用する環境営業施設の自主管理を支援することで、市民の良好な生活環境の
確保を推進します。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

R3年度：国の助言に基づき、公衆浴場業営業施設における混浴可能年齢を引き下げるため、条例を改正しました。
R2年度：旅館業及び公衆浴場業営業施設の衛生管理等向上のため、条例及び細則等の基準を見直し、改正しました。
R1年度：健康増進法の改正に伴い、川崎市興行場法施行細則を改正しました。住環境に関するパネル展示を開催しました。
H30年度：旅館業法改正に伴い、無許可営業者等に対する調査、指導等を開始しました。監視目標を業種毎に見直しました。
H29年度：旅館業法の一部改正に伴い、川崎市旅館業法施行条例等を改正しました。
H28年度：保健所の再編整備にあたり、事業の実施体制等を見直しました。
H27年度：平成27年５月の川崎区簡易宿所火災事故を受け、関係部局とともに建築物及び建築物の使用に関する違反防止対策協
議会を設置しました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

平成30年６月に無許可営業者に対する罰則の強化等の規制の強化及び旅館業の施設の基準の緩和等、旅館業法の一部を改正
する法律が施行されました。オリンピック等の国際的なイベントやインバウンドの増加により、市民生活が脅かされないよう、本市と
神奈川県警察本部が違法民泊対策及び適正な運営の確保に関する協定を令和元年10月に締結しました。令和2年度及び令和3年
度は、新型コロナウイルス感染症に対応するため、建物や住宅の換気を含む住環境の衛生が重要視されました。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

令和2年度以降、令和3年度においても、年度を通して感染症対応が継続しました。そのため事業としては、
成果指標である「市が実施する衛生的な住環境に関する講習会実施回数」の目標144回に対し実績102回
となり70.8％の達成度でした。しかし、換気等の住環境に関する啓発を、より多くの市民がアクセスできるよ
う、ホームページ、デジタルサイネージ等の多様な媒体を使って実施し、加えて、啓発資料の配架・配布を
多方面に依頼しました。また、市民からの苦情相談に適切に対応したことから、健康で快適に暮らせる生活
環境の確保に貢献しています。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

所管事業が法令に基づく公権力の行使を伴う許認可業務のため、民間の活用の余地はありません。保健情報システムの再構築に
より、事業全般の事務手法の改善を実施しました。今後も、市民の健康で快適な生活環境の確保のため、活動指標である講習会の
開催方法も含め、市民への啓発の方法を見直して啓発を実施すること、より広い年齢層への啓発活動を推進することで、業務改善
の可能性、業務の質の向上を図る余地があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

新型感染症の発生により、屋内における換気が重要視されており、市民から、環境営業施設に関する苦情や自宅に関する相談の
申し出があることから、市民の健康で快適な生活と環境を確保するため、法令に基づき適正に許認可業務及び営業施設の監視指
導を実施し、また市民に対して衛生的な住まい方に関する啓発活動を継続して行う必要性があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

令和3年度は令和2年度から引き続き、新型コロナウイルス感染拡大を受けて、両親学級等の講習会が中止されたり、時間短縮の
ため資料配布のみとなったこと、新型コロナウイルスに対して注意が必要な高齢者施設等における講習会の開催が困難であったこ
とから、成果指標である「環境衛生（住環境）等に関する講習会の年間実施回数」は102回となり、目標値を達成することはできませ
んでした。しかし、講習会に替わる啓発方法として、より市民が手にとりやすいよう啓発冊子の概要版を新たに作成し、図書館や、い
きいきセンター、老人いこいの家等の市民の活動拠点にて配架を、地域包括センター、区役所の高齢障害課、地域支援課等、高齢
者と接する部署等に配布を依頼しました。新しい配布・配架先を開拓することで、年間11000部を配布しました。また啓発冊子記載の
内容をホームページ、デジタルサイネージ、地域包括ケアシステムポータルサイトに掲載し、区役所でパネル展も開催しました。これ
らの新たに工夫した多様な啓発手法により、広く市民へ啓発を行いました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

11 市立葬祭場使用料の見直し

0

0 426,000

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

822,612

0

151,000

304,305

367,307

825,254

694,752

611,710663,742

-

-

事務事業

－

1,293,612

31,010

853,622 636,288 782,452

市民及び葬祭場を利用する利用者

安定的かつ衛生的に葬祭場を運営することで、人口増加や年齢構成の変化により年々増加する火葬需要に適切な対応を図りま
す。

かわさき南部斎苑・北部斎苑の運営管理について指定管理者を指定し、効率的で安定的な運営を実施するとともに、火葬需要の増
加に対応するため夏期・冬期の火葬需要が増加する時期に友引日開苑を実施します。

①増加する火葬需要に適切に対応するため、火葬需要が増加する夏期及び冬期に一定回数の友引日を開苑

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

2.72 3.65 3.01 2.9

1,011,467637,295

事務事業コード

10603070

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― 施設の管理・運営 ―

408400 健康福祉局保健所生活衛生課

事務事業名 政策体系別計画の記載

葬祭場管理運営事業 有

事業開始年度

昭和7年

実施形態 ☑

墓地、及び埋葬等に関する法律、川崎市葬祭条例、川崎市市民葬儀実施要領

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

かわさき強靱化計画,まち・ひと・しごと創生総合戦略,情報化推進プラン

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

取組2(14)将来を見据えた市民サービス等の再構築

1,136,711

0

489,000

305,597

342,114

1,270,574

-

-

-

-

-

0 0

－

10,883
件

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

火葬受入件数

説明

実績

目標

目標

実績

目標

実績

1,159,749

23,038

H30年度目標・実績

目標どおり達成できました。
①南北斎苑において、新型コロナウイルス感染症に応じた火葬を実施しながら、年々増加する火葬需要に対応するため、通常休場
日の「友引日」の開苑について、火葬需要が高まる夏期に３回、冬期に５回、実施したほか、令和３年５月から北部斎苑における一
日あたりの火葬受入件数を１件増やしました（２２件⇒２３件）。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

10,819

－

12,288

23,038

-

856,264

247,109

221,000

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-184,775

274,040 320,622 -

25,585 25,585 25,585

-330,214 253,942 251,952

357,768

31,010 31,010

-

-

364,601 386,099

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

□

計画事業費 計画事業費

☑ ☑ □

南北両斎苑における年間火葬受入件数

実施根拠 □ □ ☑

改革項目 課題名

0

10,527

目標

実績

697,7991,024,159

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

985,882 673,221

単位

R2年度

998,574

0

611,710 757,874

24,578 24,578 24,578

0 187,000



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

　平成１６年度から指定管理者制度による管理運営を継続しており、厳しい財政事情の元、限られた予算において経費縮減が図ら
れ、また、火葬需要の高まりと多様な葬儀形態等の市民ニーズに対応し、安定的で効果的な経営（運営）がなされています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

人口の増加や年齢構成の変化による火葬需要の増加や、多様な葬儀形態等に適切に対応していくため、衛生的かつ安定的な葬祭
場運営が求められています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

　故人との最後のお別れの場として、葬家等の利用者にとって、快適性・厳粛性・合理性に配慮した運営に
取り組み、火葬需要に対応していきます。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

　「かわさき南部斎苑」を供用開始した平成１６年度から、「かわさき北部斎苑」とともに本市２斎場については、指定管理者制度によ
る管理運営を行っています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

　超高齢、多死社会を迎え、本市においても将来の火葬需要増加は避けられません。このため、葬祭場の果たす役割はますます重
要となりますので、利用者の安全・安心確保を最優先に施設設備の機能更新等を行いながら、火葬需要や多様化する葬儀形態に
適切に対応していくことが不可欠であり、指定管理者と連携しながら継続的に行政が関与していく必要があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ R 3 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

Ｒ３年度：新型コロナウイルス感染症に対応した火葬を適切に実施しました。
　　　　　　通常休場日の「友引日」について、火葬需要が高まる夏期・冬期の「友引日」の一部開苑を実施しました。
Ｒ２年度：かわさき北部斎苑の大規模改修工事（駐車場整備工事）完了
　　　　　　通常休場日の「友引日」について、火葬需要が高まる夏期・冬期の「友引日」の一部開苑を実施しました。
　　　　　　大規模改修工事完了を踏まえ、葬祭場使用料を改定しました。
Ｒ１年度：かわさき北部斎苑の大規模改修工事（駐車場整備工事）着工
　　　　　　通常休場日の「友引日」について、火葬需要が高まる夏期・冬期の「友引日」の一部開苑を本格実施しました。
　　　　　　第４期指定管理期間(令和２年度～令和６年度)の指定管理者を選定しました。
H30年度：かわさき北部斎苑の大規模改修工事（火葬棟・休憩棟改修）
　　　　　　通常休場日の「友引日」について、火葬需要が高まる夏期・冬期の「友引日」の一部開苑を本格実施しました。
H29年度：工事延期に伴い、指定管理期間を４年間から６年間に変更いたしました。〔H26～H29　→　H26～R1〕
　　　　　　 通常休場日の「友引日」について、火葬需要が高まる夏期・冬期に試行開苑を実施しました。
　　　　　　 「管理棟」の供用開始に向け、葬祭条例の改正により使用料を決定（設定）いたしました。
H28年度：通常休場日の「友引日」について、火葬需要が高まる夏期・冬期に試行開苑を実施しました。
H27年度：火葬料について見直しを行い改正を実施しました。
　　　　　　 葬祭場予約システムについてWEB予約システムを追加し、利用者の利便性を向上しました。
　　　　　　 市内居住者料金の対象の拡充（住所地特例等の準用）
H26～27年度：かわさき北部斎苑の大規模改修工事（火葬炉設備改修）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

　設備の機能更新等の取組を踏まえ、将来の火葬需要の増加や、多様化する葬儀形態等に適切に対応し
ていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、予算・決算における職員１人当たり人件費に、人工を乗じて算出

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

R2年度

580

243

536 591

43,562 43,562 43,562

0 0

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額(見込）

説明

当該年度の取組内容
（第2期実施計画に記載されている

具体的な当該年度の取組）

政　　策

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

活動
指標

予決算
（単位：
千円）

340 154

単位

1

目標

実績

43,71635,345

市民の健康を守る

感染症・食品等による健康被害を防止するとともに、良好な生活環境を整える

R3年度R2年度R1年度

□

計画事業費 計画事業費

□ □ □

重大な感染症や生物テロ等をはじめとする健康危機事象の発生を想定し、行政職員と関係機関職
員がグループワーク等で連携を行うことで、初動対応を始めとした対応の強化を図ることを目的とし
て実施する研修会の開催回数

実施根拠 □ ☑ □

改革項目 課題名

257

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

上記「当該年度の取組内容」
に対する達成度

297

0

39,336 39,336

-

-

0 0

40,402

-

39,877

293

0

H30年度 R1年度

-

-

R3年度

計画事業費

-

-297

0 0 -

34,765 34,765 34,765

-284 293

40,938

40,402

H30年度目標・実績

ほぼ目標どおり達成できました。
①健康危機管理体制の整備については、新型インフルエンザ等対策検討委員会の継続的な開催により関係団体と情報共有を行い
ました。また、新型コロナウイルス感染症対応を含めた健康危機管理対策に必要な人的・物的な整備や外国籍の方の対応として翻
訳サービス付きタブレット端末の活用、外国語ホームページの開設を行いました。
②事業者等を対象とする健康危機管理対策研修会の実施については、新型コロナウイルス感染症の発生を考慮し、開催を見送り
ました。今後は、新型コロナウイルス感染症の発生状況に応じたWEB開催などの対応を検討していきます。
③鳥インフルエンザ対策の実施については、発生時に備えた連絡体制の更新やテストメールの配信、国内発生状況の共有、10月
にはWEB開催による高病原性鳥インフルエンザ対応訓練を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った3

　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

－

1

－

0

実績

目標

目標

実績

目標

実績

取組内容の実績等
（上記に掲げた取組内容に対し、「数

値等でより具体的に実績を示すことが
できる取組」、又は「未達成部分」若し

くは「より達成できた部分」を記載）

3

4
説明

指標分類

1

2
説明

数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

健康危機管理対策研修会の開催回数

説明

－

0
回

実施形態 ☑

地域健康危機管理ガイドライン、地域健康危機管理体制推進事業実施要綱、川崎市健康危機管理マニュアル

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略,かわさき保健医療プラン,人権施策推進基本計画,男女平等推進行動計画

人工（単位：人）

年度

事業費　A

一般財源

536

243

0

0

293

439

-

-

-

-

-

243 294

事務事業コード

10603080

担　　当
組織コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

408450 健康福祉局保健所感染症対策課

事務事業名 政策体系別計画の記載

健康危機管理対策事業 無

事業開始年度

―

－

40,841

39,336

39,872 44,098 44,153

市民

様々な健康危機事象の発生時に、市民への健康被害と社会・経済活動への影響を最小限に抑えることを目的とします。

平常時から関係機関との連携を強化し、市職員及びライフライン関係事業者等を対象とした研修会を開催するなど、情報の共有化
や健康危機管理に関する知識の普及を推進します。

①健康危機管理体制の整備
②事業者等を対象とする健康危機管理対策研修会の実施
③鳥インフルエンザ対策の実施

施　　策 健康で快適な生活と環境の確保

直接目標

4.77 4.63 4.09 5.14

35,10535,301

令和３年度　事務事業評価シート

人件費
※

　B

総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金 283

0 0

行財政改革第２期プログラム
に関連する課題名

536

243

0

0

293

541

39,702

536366

-

-

事務事業



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

b

方向性区分

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

健康危機事象や鳥インフルエンザ発生時に備え、適宜、マニュアルや指針等の見直しを行います。また、研
修会や訓練については、密にならずに開催する方法について考慮した上で、より実効的な内容となるよう改
善を重ねていきます。

a．事例はない
b．事例がある a

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

Ｈ3１年度：川崎市健康危機管理マニュアルを改訂しました。
Ｈ30年度：鳥インフルエンザ対応マニュアルを改訂しました。
Ｈ29年度：川崎市高病原性鳥インフルエンザ等対応指針を改定しました。
Ｈ26年度：川崎市高病原性鳥インフルエンザ等対応指針を策定しました。
Ｈ25年度：健康危機管理マニュアル基本方針に経時的な更新、再編等を加え、健康危機管理マニュアルと統合・再構築したうえで、
川崎市健康危機管理マニュアルを改訂しました。
Ｈ21年度：健康危機管理マニュアル基本方針を策定しました。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

a．薄れていない
b．薄れている a

評価項目

必要性

☑ H 31 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

評価の理由

　平成26年度からエボラ出血熱、中東呼吸器症候群いわゆるＭＥＲＳ及びジカウイルス等の様々な感染症が、また平成28、29年の
冬期シーズンは、各地で養鶏場における高病原性鳥インフルエンザが相次いで発生しました。令和２年から国内でも発生した新型コ
ロナウイルス感染症も引き続き流行を繰り返しており、健康危機管理のさらなる重要性が高まっています。

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

感染症、食中毒等の健康危機事象や鳥インフルエンザはいつ発生するか予測不可能なため、平時に訓練
や研修会を実施することで、危機管理意識を高め、医療機関、他自治体等との連携を強化し、発生時の体
制を構築していくことが重要となります。平時に行う訓練、連絡体制の整備、必要物資の備蓄等が健康危機
事象発生時に役立つため、施策への貢献が一定程度あります。

効率性
【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内
部（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

健康危機管理対策、鳥インフルエンザ対策はこれまでの新型コロナウイルス感染症対応経緯や、本市の実情等を踏まえ、市として
体制を検討し、構築していく必要があります。健康危機管理マニュアルについては、より実用的なマニュアルを策定することで、庁内
の健康危機管理体制の向上を図ることが出来ます。業務改善やコストの見直しについては適宜行う必要があります。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a．可能性はない
b．可能性はある b

有効性

新型コロナウイルスをはじめとした感染症に対する社会的な注目は高く、健康危機管理対策、鳥インフルエンザ対策等は本市の実
情を踏まえ、市として体制を検討し、構築していく必要があります。

評価の理由

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

随時健康危機管理体制の強化や見直しを行い、庁内職員のみならず、医療機関や関係団体等の危機意識を高めています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどに
よる事務改善の可能性があるか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

評価

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない


